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1．ＵＡゼンセンについて
ＵＡゼンセンは繊維・衣料、医薬・化粧品、化学・エ

ネルギー、窯業・建材、食品（製造・外食・ケータリング）、
流通（スーパー・百貨店・専門店）、印刷、ホテル・レ
ジャー、運輸、医療・介護・福祉、派遣・業務請負、生
活サービスなど、多様な産業・業種をカバーしている。
加盟組合数は約2,300組合、組合員は約180万人

である。前述のように、多様な産業・業種を網羅する
複合型産別であり、ほかにもいくつかの多様性を併せ
持っている。一つは働き方の多様性であり、約6割・
108万人の組合員がパート・有期契約・派遣など正社
員以外の働き方で働いている。また、組合規模も多様
であり、加盟組合の約6割が300人未満のいわゆる中
小労組である。更には、毎年新たな労組を結成してい
る産別の特徴として、組合組織・活動の成熟度にも
多様性がある。
こうした現状を踏まえ、「製造」「流通」「サービス」の

3つの括りで産業別部門を設置し、産業政策の企画
立案や公正労働基準づくりを進め、一方で中小労組
や成熟度の低い労組を支援し、地域活動を充実させ
る47の都道府県支部にも専従者を配置し運動を進め
ている。

２. コロナ禍における産業への影響
新型コロナウィルス感染症はＵＡゼンセンの各産業

に大きな影響を及ぼしている。リモートワークや各種イベ
ントの中止、不要不急の外出抑制など、人々の外出す
る機会が減少したことにより、衣料関連の消費が大き
く落ち込み続けている。一方で、いわゆる「巣ごもり消
費」により、食品スーパーやドラッグ・家電量販・インテリ
ア・ホームセンターなどの専門店は総じて堅調な動きと
なっている。医療・介護の分野では、患者や高齢者へ
の感染予防のため日々緊張を強いられながら業務を

行っているが、一方で感染を恐れて受診や介護利用
を手控える人が増加しており、施設経営の側面でも厳
しい状況にある。

二度にわたる緊急事態宣言により、特に深刻な状
況となっているのが、ホテル・レジャーなどの観光産業
と外食産業である。海外からの来客が途絶え、修学旅
行などの団体旅行やツアー需要も極度に減退し、企
業の国内出張、結婚式やパーティー・各種集会など、
ホテル業界はほとんどの需要が失われた状態が続い
ている。テーマパークなども自主的な入場制限を継続
せざるを得ない状況が継続している。また、外食産業
は、「会食の場」が感染拡大の大きな要因として取り
上げられ、本年１月の緊急事態宣言において時短営
業要請の対象となり、大きなダメージを受けている。特
に居酒屋業界は、最も顧客の入る時間帯が営業でき
ないこととなり、宣言対象地域では休業や閉店の判断
を多くの企業で迫られる事態となっており、深刻な状
況が続いている。外食職場においては、店舗側で手
指の消毒、パーテーションの設置などガイドラインに沿っ
た対応をしているが、いわゆる「マスク会食」が全く浸
透せず、顧客がマスクを外した無防備な状態で会話を
しているため、感染の温床となってしまっている。

ＵＡゼンセンはコロナ禍において雇用調整助成金や
各種支援金の充実、いわゆるエッセンシャルワーカー
への様々な配慮など政府・行政に要請活動を行って
きたが、その中で「安全に会食を楽しむ工夫の徹底」
も強く要請している。「感染が減れば経済を動かし、増
えれば止める」の繰り返しでは、外食だけではなく、多
くのサービス産業が持続不可能である。会食の場が感
染拡大を起こす大きな要因であるならば、その場を可
能な限り安全なものにするためにどうすれば良いの
か、政治と国民のコンセンサスを早急に浸透させる必
要がある。その行動を顧客である多くの国民が実践す
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ることによって感染拡大が防止できれば、医療崩壊も
起こさず、多くのサービス業も持続可能なものになって
いく。何より多くの命が失われずに済む。ワクチンが国
民に浸透するにはまだまだ時間がかかる現状にあっ
て、取り組む値打ちの十分あるものではないだろうかと
考えている。

３. コロナ禍における労働運動
ＵＡゼンセンでは昨年9月の定期大会が書面開催と

なったことにともない、本年1月の中央委員会を臨時大
会として開催し、労働条件闘争方針の議決とともに定
期大会議決事項の再承認を行った。大会に次ぐ機関
である中央執行委員会も昨年春の時点では書面開
催を余儀なくされたが、夏以降は対面とＷＥＢの併用
方式で開催している。労組法の趣旨を重んじつつ、
ウィズコロナに適応した運営を当面進めていくが、なに
よりも労働運動において双方向コミュニケーションの質
と量を可能な限り維持していかなくてはならない。

コロナ禍で加盟組合の職場では様々な悩みや課
題が増大しており、産別としてのサポートが格段に重要
となっている。コロナ禍以前、流通・サービス産業の企
業においては、雇用調整金需給申請の経験がほとん
どなく、1回目の緊急事態宣言時には、部門や都道府
県支部のスタッフが懸命に加盟組合に周知徹底を図
り、休業手当の支給と雇用調整助成金申請を企業に
実施させてきた。コロナ禍が長引くにつれ、店舗閉鎖
や希望退職などの合理化提案も増加してきており、こ
うした案件の対応をリモートで行うことは困難である。
地域や時期に応じ在宅勤務も取り入れているが、
「困った時に来てくれない」のでは産別運動は成り立
たない。「新しい生活様式」にもとづき感染防止に細
心の注意を払いつつ、メリハリをつけた運動展開を行
う必要がある。なお、ＵＡゼンセンは岡山県に中央教育
センターを持ち、様々な労働運動・組合活動教育を
行っているが、これまでのところリモート教育は行ってい
ない。対面・リアル・行動学習・参加者相互交流など
集合教育の重要性を踏まえた対応であるが、感染減
少時期にしか実施が出来ておらず、今後の課題と考
えている。

加盟組合においても、様々工夫を凝らして組合活
動を展開している。もちろん職場の詳細な状況やいわ
ゆる「空気感」は現場に行き、対面でオルグしないと
把握困難である。しかしながら、時期によっては企業が
従業員の出張禁止対応をとる場合も多く、状況に応じ
たＷＥＢ活用と現場オルグの組み合わせで多くの加

盟組合は活動を展開している。組合員を大勢集めて
の行事を行うことも今は困難であり、組合への参画
感、組合員の一体感低下につながっていないか、しっ
かり点検しながら活動力の維持を図っていく必要があ
る。一方で、様々な職場の困難に寄り添い、一つ一つ
丁寧に対応していく活動を続けることにより、組合の
存在感が増す側面も今次のコロナ禍は持っている。
産別運動と同じく、今はコロナ禍での対応がしっかりで
きている、職場・組合員の悩みに寄り添って懸命に活
動している、そのことが組合の存在感を維持・向上さ
せる一番重要な観点であろう。
ＷＥＢで様々な活動が実施できている事をもって、

「集まる組合活動はもう不要」と考えるのは健全とは思
えない。しかし、これを有効なツールとして今後も適切な
場面で活用することは検討すべきだろう。会議の出席
率向上や経費の効率化にもつながる。全国分散型の
小規模労組などでは、「ＷＥＢ活用により、情報交換や
議論の頻度が上がった」と喜ぶ声もある。現場・対面・
一体感の重視を大前提に、新たなツールも有効活用
する姿勢がポストコロナの組合活動に必要だと考える。

４．今後の運動の展望
ＵＡゼンセンは「中期ビジョン」において、2025年に

向けて私たちが目指す社会を「一人ひとりが人間らし
く、心豊かに生きていく持続可能な社会」とした。そして
その実現に向けて「良質な雇用」「魅力ある産業」
「生活の安心」「持続可能な地域社会」の4つの側面
で挑戦を展開していくこととしている。

根底にある最も重要な課題認識は、日本の人口構
成の急激な変化である。急減する現役世代が増加す
る高齢者世代を支え、同時に安心して子育てができる
持続可能な社会を構築するには、国や地域、経済
界、労働組合、学識者、各種団体などが共通の危機
意識をもち、それぞれが必要な役割を果たさなくてはな
らない。

相対的な生産性の低さが指摘される第三次産業を
含め、抜本的な生産性向上を労働者の処遇改善に
配分し、仕事と生活の両立ができる働き方の改革につ
なげること、そして医療・介護・子育ての不安を解消し、
これを担保する財源の在り方を抜本的に見直す社会
保障改革が必要である。
こうした課題認識はコロナ禍を経ても変わるもので

はない。コロナを乗り越え、「2025中期ビジョン」の実現
に向けた活動を、加盟組合とともに今後も一歩一歩
着実に展開していきたい。
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はじめに、今回の新型コロナウィルスの感染拡大に
より世界中で大変多くの方々がお亡くなりになられて
おります。謹んでお悔やみを申し上げますとともに、罹
患し闘病されている方々の1日も早い回復を祈念しま
す。また、感染が拡大する中、医療従事者を始めとす
るエッセンシャルワーカーと呼ばれる皆様の懸命なご
活躍には、心より敬意と感謝の念をお伝えしたい。今
できることを一人ひとりが実行し、1日でも早い希望の
持てる明るい社会・生活を取り戻していきたいと思い
ます。

1. コロナ禍における自動車産業への影響
2019年11月に中国で初めて確認された新型コロナ

ウィルスの感染者は、その後全世界へと拡大し、世界
各地域で、ロックダウン・人の移動制限等により自動
車販売は激減し、工場は稼働停止に追い込まれた。
＜販売の状況＞

海外市場では、まず中国で2020年1月～ 2月にか
けて月間販売台数が前年同月比80％程度減少。次い
で、3月以降、中国以外の世界全地域でも大幅な販
売減少となり、落ち込みが最も大きかったのが3月～ 5
月で、欧州の多くの国やアジアの一部国では、前年比
90％以上の落ち込みとなるなど、概ね販売活動は停
止の状態であった。その後、中国では政府の景気誘
導策もあり4月以降はプラスの状態で現在まで継続し
ているが、他の地域においては、6月以降緩やかな回
復傾向にあるものの、第2波３波や変異ウイルスの影
響で、伸び悩みが見られ、2021年2月時点で前年比
20 ～ 30％程度のマイナスの状況であるなど、先行き
不透明な状況である。国内市場は、2019年10月の消
費税増税以降、前年同月比割れが継続していた中、
新型コロナウィルスの影響が2020年4月頃より加わり、
最大の落ち込みは5月で前年同月比50％近いマイナス
となった。6月以降は、世界市場と同様に緩やかに回

復に転じているが、十分な回復までには至っていない。
＜生産の状況＞

生産の状況は、2020年2月上旬の中国を皮切りに
3月中旬には、北米・欧州・アジア等、世界中の工場が
相次いで停止。国内においても、海外からの部品供
給の停滞および、国内外の販売減少という需給関係
により、4月より大規模な生産台数の減少・工場の稼
働停止となった。国内工場では、４月から６月にかけ
て、月平均7日から10日の稼働停止が発生した。7月以
降は、いち早く需要が回復した中国市場や、米国市場
への輸出に牽引され生産挽回が見られたが、メーカー
工場の稼働停止が見られなくなったのは11月で、大幅
に回復するまでには相当の時間を要した。こうした中、
部品企業においても、4月から6月にかけ、多い企業で
は40日以上も稼働停止する状態になり、希望退職者
を募るなど雇用問題が発生したケースも10社以上で見
られた。　

新型コロナウィルスについては、第2波、第3波の影
響など、予断を許さない状況が継続したが、全体として
国内・海外市場ともに回復基調にあり、2020年末に
向けて国内生産・販売も正常化に近づいてきた矢先
に、世界的な半導体不足、また、2月13日の福島沖地
震によるサプライヤー工場の被災などにより、2021年1
月以降の国内生産は再びマイナスが継続しており、コ
ロナ禍の影響を大きく受けた産業全体、とりわけ中小
企業においては大変厳しい状況が続いている。
＜働き方について＞

次にコロナ禍における働き方に関して、自動車産業
においても、地域により多少のばらつきはあるが、事務
職場では、Web会議が日常化し、緊急避難的にテレ
ワークの導入・拡大が進むなど、働き方の大きな変化
が見られた。とりわけテレワークについては、急遽導入
した企業も多く、その働き方・働かせ方には、コミュニ
ケーションや生産性の観点などで多くの課題があった。
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afterコロナの働き方に向けても、労使で継続的に意
図する働き方となるよう議論が必要である。一方で、自
動車総連加盟の部品企業約400社では、テレワーク
を導入していない企業がおよそ半数に及び、導入して
いない理由として、「紙ベースの業務が標準であり対
応が難しい」「取引先とのやり取りが紙伝票主体であ
る」など、自社のみならず産業全体のデジタル化の遅
れに起因する理由がメインに挙げられた。このように、
以前から存在した課題が、コロナ禍であらためて浮き
彫りになったケースは多く、中小企業をはじめとする産
業全体の競争力強化・生産性向上のために、産業横
断的な取り組みが急務である。

２. コロナ禍における労働運動
新型コロナウィルスと向き合っていく中で、ニューノー

マル（新常態）という、これまで当たり前であったこと
が、当たり前でなくなり、我々労働組合の活動や社会
のあり方も大きく変わってきた。労働運動について、最
も大きな変化点は、面着・ひざ詰め議論がベースであっ
た活動において、ソーシャルディスタンスを保つことが前
提になり、活動における物理的な距離ができたことで
ある。

職場とのコミュニケーションをはじめ、各経営者団体
との労使会議、また、海外労働団体との会議も含め多
くがオンライン型で実施することとなったが、メリットも多
数あった。移動にかかる時間や交通費などのコストの
削減が図れたことで、従来以上に多くの会議体に、大
人数で参加することが可能になり、個々人の情報のイ
ンプット量は飛躍的に増加させることが出来た。また、
移動時間を有効活用することで、ワークライフバランス
や生産性の向上に繋げることができた。

一方で、オンライン型の会議では、雰囲気・温度感
が掴めず、主催者は会議運営に苦慮し、参加者も場
の雰囲気や緊張感から理解度を上げることが難しい
場面もあり、労働運動にとって重要な熱量や思いを伝
える取り組みについては課題がある。また、人とのつな
がりや交わりにより、喜びや悲しみ、感動や共感が生
み出されるものだが、こうした感情を失うことで、同時に
寛容性を失い、組織や社会の持続可能性をも失うこと
を懸念しており、オンライン型偏重の運動のみでは課
題がある。そうした課題については、afterコロナにおい
て、会議運営やデジタルツールによって改善できる部
分と、面着に拘る部分とを峻別して取り組みを進めて
いくべきであり、withコロナで得た知見を踏まえ、過去
の労働運動と融合させ新たな取り組みを進めていく

必要がある。その上で、多様化する個々人の価値観
やニーズを、組合員の総意としての意見にいかに纏め
るかなど、労働組合としての団結力・組織力を高めて
いくことが求められる。これまでのやり方に固執するこ
となく、危機をチャンスと捉え、新しい価値観のもとでの
構想力が問われている。

３. 今後の運動の展望
世界経済はコロナ禍により大幅に景気後退し、自

動車産業への影響も甚大であるが、自動車産業は、コ
ロナ禍に加えて、それ以前より100年に一度の大変革
に直面し、CASEやMaaSへの対応が急務となってい
るなど、過去に類を見ない厳しい状況にある。そんな
中、政府よりカーボンニュートラル脱炭素社会の実現が
宣言され、ガソリン車の販売を禁止し電動化にシフトす
る動き（脱ガソリン）など、自動車市場の構造転換の進
展がさらに加速するなど、さらに厳しさが深化している。
こうした状況ではあるが、日本経済を支える基幹産

業であることも含め、自動車産業の将来にわたる持続
的な成長を実現していかなければならない。そのため
には、先進技術での競争力を高めていくとともに、産
業自体の魅力を高めて、競争力の源泉である優秀な
人材を集め、守り育てていくことが必要である。また、
少子高齢化や生産年齢人口の減少に伴う人手不足
などを踏まえれば、産業内の労働条件の向上、コロナ
禍で急変したことも含め働き方の改善、また、働く環境
の整備などに取り組んでいくことが重要である。
そして、自動車産業はすそ野の広い産業であり、

メーカーのみならず、部品・販売・輸送・一般業種など
を含め、バリューチェーン全体に付加価値が適正配分
される状態を構築することが重要であり、とりわけ、産
業の競争力向上に向けて、中小企業の体質強化に
資する活動にも注力が必要である。また、自動車産業
の魅力向上に向けては、非正規雇用で働く仲間も含
め、全ての働く者の底上げ・底支え、格差是正に向け
て取り組み、産業の健全な持続性につなげていくこと
が急務だと考える。

取り巻く環境が大きく変化している中で、これまでも
幾多の自然災害や経済危機などの困難な状況を、自
動車総連に集う仲間の知恵と努力で克服し、危機を
その後の改革の起爆剤にもしてきた。組合員・家族が
安心・安定を実感して働き・生活できる環境を創り出
していくために、時代認識に立った明確なビジョンを掲
げながら、新たな試み「改革と創造」に果敢に挑戦し
ていきたいと考える。
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はじめに
人口減少と超少子高齢化が進行する中で、「安全

で安心してくらし続けることができる持続可能な地域
社会」をどう維持していくのか。自治労は、地方公務員
や公共サービスに携わる労働者を中心として形成され
る労働組合であることから、つねにこの課題と向き合っ
てきた。さらに今は、このコロナ禍により、地域の公共
サービスが緊急時に対応しうる余裕を持って整備され
ているか、そこに従事する労働者が十分な量と質を
もって確保されているか、自らのまちの状況に改めて目
が向けられるようになっているのではないか。私たちは
今年８月、定期大会を開催し向こう２年間の運動方針
を決定する。そこには当然、With／ Afterコロナを見
据えた、今後の政策と組織のあり方が問われることに
なる。内部での議論が開始されるのはこれからである
が、現時点における情勢分析と組織としての課題を考
えてみたい。

１. コロナ禍における産業への影響
―エッセンシャルワーカーとしての自負と誇り
このコロナ禍により、各自治体の税収が大きく減少

することは明らかである。その一方で、自治体が独自に
実施する感染防止対策などにより、歳出は増加傾向
にある。3月現在、国会で審議中の2021政府予算案
では、一般会計総額は3年連続で過去最大を更新し
ながら100兆円を超え、地方の一般財源総額も過去
最高水準となっている。コロナ禍による歳出増自体は
当然ともいえるが、普通国債残高も990兆円を超えた。
世界経済を含めた景気動向が非常に不透明な中に
あって、国・自治体財政ともども、将来への負担先送り
はより一層深刻化している。自治体財政の硬直化は、
その状況を打開することを口実とした職員の賃金削
減提案につながりがちであり、景気動向の悪化は、過

去にも理不尽な公務員バッシングを招いてきた。とくに
観光産業に依拠してきた自治体では、コロナ禍関連
倒産・失業者数の増加と税収の大幅減が目前の危
機となっている。コロナ収束後の地域や産業の復興を
どうめざすのか、打撃を受けた事業者への支援や保
健医療体制の再構築など、自治体構想の練り直しが
求められているともいえる。
さらに、このコロナ禍によって、「エッセンシャルワー

カー」という言葉が広く知られるようになった。自治労
組合員の多くは、地域医療や保健衛生、清掃、学校、
保育、介護、公共交通、消防などの現場、あるいは各
種給付や相談の窓口など、まさにエッセンシャルワー
カーとして、この未曽有の事態への対応を続けてい
る。いずれも、地域で生活し続けるための社会的インフ
ラともいえる存在である。
リモートワークが推奨される一方で、こうした労働者

は、日々現場に立ち、感染リスクにさらされている。「私
たちの社会は感染リスクを背負う人々によって支えら
れている」といっても過言ではない。にもかかわらず、
医療体制は各地でぎりぎりの状態が続き、医療や福
祉関係者、そしてその家族に対する誹謗中傷や差別
も頻発している。広域化と人員削減が行われ続けてき
た保健所は、限界を迎える中で住民からの憤懣がぶつ
けられてきた。また、従来からの課題として、保育士や
介護労働者、バス運転手など、圧倒的な人手不足に
対して処遇が低く抑えられている実態も明らかである。
これら自治体の人的・財政的限界は、30年近くに

わたって、新自由主義的な政治が横行する中で、公
的サービスの質や量が軽視され削減されてきた結果
だ。私たちは、自らがエッセンシャルワークを担っている
ことに自負と誇りを持ち、主張すべきことは政府に強く
訴えていくこと、そして現場段階で幅広い層への訴え
を展開していくことを進めていきたい。
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２. コロナ禍における労働運動
―多様性を強みに
私たちは、長年にわたり、「対面」で運動を進めるこ

とを当たり前のこととしてきた。そもそも労働組合とは、
個人では解決することが困難な労働環境や労使関
係上の問題について、複数の人間が集い、使用者に
向き合い、より良い結論を導き出すことを根本原理とし
ている。そのため、問題解決に至る過程において、同じ
立場に置かれた、より多くの者同士の間で、あるいは
相対する使用者や当局、政府などとの間で、対話、議
論、働きかけ、説得、調整、合意といった作業は欠かす
ことができない。そして、これらは相手と直接向き合うこ
とによって、より民主的かつ有効なものとなると考えて
きた。
しかし、今回のコロナ禍で、この「対面」が大きく制限

されることとなった。昨年春以降、中央委員会などの機
関会議をはじめ、予定していた多くの集会・会議が中
止・延期を余儀なくされ、準備段階であったウェブ会
議を、急遽本格稼働させる必要に迫られた。医療をは
じめとした地域公共サービス現場を抱える組合として
は、感染拡大のリスクを最も警戒したためである。同時
に、これまでの慣例にとらわれない会議のあり方・進
め方が早急に求められることにもなった。

本格稼働前には、オンラインを活用した集会・会議
には、若干懐疑的であったことは否定できない。しか
し、ある意味、「使うしかない」状態に置かれたことで、
部局や集会・会議の大小を超えたあらゆる場面で、試
行段階を飛び越えたウェブ集会・会議が開始された。
その中から、財政的・物理的・時間的効率性の向

上、緊急時の即応性・機動性の確保、対面とのミック
スによる出席者の利便性の促進といった利点を実感
することができている。しかし一方で、「顔を合わせ、膝
詰めで話してこそ、人間関係を充実できる」「運動の
熱量をどう共有化していくか」といった課題があること
も事実である。今後は、「ウェブ＝運動を補完・担保し
底上げするためのもの」と位置づけ、その活用にあ
たっての認識を全体化していきたいと考えている。
また、この春闘では、「『公共サービスにもっと投資

を！』キャンペーン」と題した取り組みの一環として、ア
ピール動画コンテストを展開中である。大規模に集まる
ことが難しい今、職場や仕事の悩みの訴えや、組合が
行っている取り組みなどの紹介を兼ねたアピール動画
を募り、それを組織内部に公開していくというものであ
る。各地・各職場から100点を超える応募があり、病院・
給食・ごみ収集・図書館、バスや電車運行、消防、役

場窓口といった職の特徴と、地域の風景や気候まで
を最大限に生かした動画が届けられた。内容も、まじめ
な青年の主張あり、戦隊ヒーロー物あり、笑いやマジッ
クありの多様性である。なお、景品は各地の特産品で
ある。各県からよりすぐりを本部に送ってもらい、その
約150品を、今度は本部から参加者に送る。ここにも、
日本酒やワインあり麺類あり何とか牛のカレーありドレッ
シングありと多彩だ。
こうした多様性も、全県各市町村に組合を持つ自

治労の特徴であり強みと言えるだろう。これをどう、運
動の強化と持続性へとつなげていくか、それこそが最
大の課題である。

３. 今後の運動の展望
―公共サービスの重要性と存在価値の浸透
日本は、少なくともこのコロナ禍前までは「医療先進

国」と思われていたはずである。しかし、医療・保健所
を中心とした感染症対策の前線は、依然として逼迫し
た状況が続き、医療崩壊の危機も目前に迫るものと
なった。本来、即入院すべき患者が自宅療養を強いら
れる、救急車を呼んでも受け入れる病院がない･･･、
医療先進国であるはずの日本において、いったいなぜ
このような恐るべき事態が起きているのか。

今回のコロナ禍は、日常生活を送る上で、当たり前
のものとしてそこにある公共サービスは、実はぎりぎりの
状態であったこと、そして、公共サービスを含む「エッセ
ンシャルな（必要不可欠な）」仕事・業務が存在し、こ
れらを、その従事者も含めて安定的な状態に置いてお
くことの重要性が、広く市民に認識されることになった
のではないだろうか。

感染症対策だけではない。日本は「災害大国」でも
ある。しかし、地方公務員の総数は、1994年の328万
人をピークに減少し続けてきた。2017年からは若干の
増加に転じたものの、ピーク時からは54万人減の274
万人にとどまる。これでは、多様化するニーズにも、さら
には緊急時にも、対応できるだけの人員としては、不
十分と言わざるを得ない。この体制では、感染症の再
拡大や大規模自然災害の発生などに際し、住民の命
とくらしを守るという自治体の基本的な役割を果たすこ
とは難しい。

私たちは、地域公共サービス労働者で結成されてい
る自治労としての原点に立ち返り、今一度、公共サー
ビスの重要性と存在価値を社会一般に浸透させてい
く取り組みを始めたいと考えている。
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１. コロナ禍における電機産業への影響
新型コロナウイルス感染症の感染拡大は、国内外

に多大な影響をもたらしている。世界の感染者数は拡
大し続けており、収束の兆しが見えない状況が続いて
いる。国内の新型コロナウイルス感染症の感染者数は
一進一退で推移しており、今後の感染拡大ペースや
ワクチン／治療薬の普及時期、効果などが不透明で
あることから世界経済・日本経済の先行きは見通せな
い状況にある。

2020年４月～６月期の実質ＧＤＰは、米中貿易摩擦
や消費増税の影響に加え、新型コロナウイルス感染症
の感染拡大に伴う経済の停滞が重なり、日本経済は
戦後最大の落ち込みとなった。その後は回復基調を
見せているものの、2020年通期ではマイナス成長が
見込まれている。
電機・電子産業の2020年４月～11月の国内生産

高累計は、新型コロナウイルス感染症の影響もあり、
電気機械、情報通信機械、電子部品・デバイスのい
ずれも前年同期比で減少し、全体として前年同期比
7.4％減となった。しかし、品目別の生産高を月ごとにみ
ると、夏以降は増加に転じたものも多く、回復の兆しが
見られる。情報サービス産業の売上高は長らく増加傾
向が続いていたものの、全体としては前年同期比
1.1％減とわずかながら減少した。
電機・電子産業の2020年４月～11月の輸出入を金

額ベースでみると、輸出額は前年同期比3.8％減、輸
入額も同0.3％減と、ともに減少した。
日銀短観（12月調査）の雇用人員判断ＤＩをみると、

新型コロナウイルス感染症の影響により、これまで続い
た「人手不足感」が弱まるものの、元の傾向に戻りつ
つあり、今後は再び「人手不足感」が強まるものと見
込まれる。
電機産業の中闘組合企業12社の第３四半期決算

時点の2020年度通期業績見通しは、売上高34兆

5,059億円（前年度実績比6.4％減）、営業利益１兆
7,934億円（同14.0％減）で減収減益となった。しか
し、中間期決算発表時点と比較すれば、第３四半期
決算時点で売上高を５社が上方修正し、２社が下方
修正、営業利益を７社が上方修正するなど、当初の見
通しに比べて回復基調にある。上場する拡大中闘組
合企業、地闘組合企業を合わせた電機連合加盟組
合企業全体でも、中間期決算発表時点と比較して、
第３四半期決算時点の2020年度通期業績見通し
で、売上高を43社が上方修正し、営業利益を46社が
上方修正した。
新型コロナウイルスの影響が長期化し先行き不透

明感が強まる中、電機産業は、ＡＩやＩｏＴの技術を駆
使しながらwith・Afterコロナ時代のデジタル化への
対応やカーボンニュートラル社会の実現等の課題に応
えることが求められる。

電機産業が今後も成長・発展していくためには、あ
らゆる変革に果敢に挑戦していくことが求められる。こ
の変革期を電機産業の成長の原動力にしていかなく
てはならないと考える。

２. コロナ禍における労働運動
新型コロナウイルス感染症の感染者が拡大する中、

私たちを取り巻く環境は一変した。これまでの概念や
価値観が一変し、経済や社会、そして私たちの暮らし
方、働き方が大きく変わろうとしている。
コロナ禍においては、従来のようなリアルなコミュニ

ケーションには制約がある。しかし、その代わりとしてリモー
ト・オンラインをフルに活用し、対面型にはない機動性や
即応性、時間制約の少なさなどのメリットを活かし、頻度
を高めることでコミュニケーションの質を高める、接点を強
化することは十分可能である。変化を嘆くのではなく、変
化にいかに対応するか？どのように活かすか？の視点
で、活動に取り組んでいかなくてはならない。そのために
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は、一人ひとりが意識を高め、想像力を発揮し、行動
に移し、従来のやり方に捉われない新しい行動様式
を創造＝作り上げていくことが必要である。そして、これ
まで変えたくても変えられなかったものも、これを機に思
い切って変えていく、チャレンジしていかなくてはならな
い。

今後、私たちの働き方や行動が変容し、with・
Afterコロナを見据えた労働組合の活動を構築してい
く必要があるといえる。

３. 今後の運動の展望～ with・Afterコロナを
見据えた労働運動・活動のあり方～

電機連合では、2021年7月開催の定期大会にて、
中期運動方針を提起する予定である。
そのポイントとなる点を紹介したい。

（1）課題と気づき
① 「あたりまえ」のことが「あたりまえでなくなる」時代

新型コロナウイルス感染症（COVID−19）の
拡大によって、「あたりまえ」のことが「あたりまえ
でなくなった」ことを痛感することとなった。労働
組合の運動・活動でも「あたりまえ」の認識を変
えなくてはならない。

② 不測の事態にも対応できる労働組合の組織運営
感染症拡大防止の生活や働き方改革が進

む中で勤務形態が多様化していることを常態と
した組織運営が必要となる。

③ 組合活動への参画が広がる新たな発見
課題ばかりが顕在化した訳ではなく、政府の

緊急事態宣言や事業継続計画（ＢＣＰ）によっ
てリモートワークが一挙に広まり、私たち労働組
合の活動も必要に迫られ活用することになっ
た。その結果、職場や会議室に招集する集会や
会議では出席が困難であった子育て世代の人
たちなどが、自宅からリモートで参加できたこと
や、職場が点在する組織ではリモートによって移
動時間を考慮する必要がなく参加しやすくなる
という利点が広まった。

④ 変化する環境下であっても守るべきもの
労働組合の運動・活動として守るべきことは

明確にしておく必要がある。労働組合法でも定
められる、労働組合の民主的な手続き「組合民
主主義（労組法）」を守り、運動・活動を継承し
ていかなければならない。

（2）今後の展望
新型コロナウイルス感染症が世界的に拡大し、私た

ちはこれまで経験したことがない環境下で、生命と健
康を守るため、労使で緊急避難的な処置を講じてき
た。政府の緊急事態宣言が解除された後も、企業を
存続させ雇用を守るために創意工夫し、労働組合活
動を継続させる状況が続いている。
新型コロナウイルス感染症が終息しても以前の姿に

戻るとは考えにくく、また、次なる感染症が拡大したとし
ても企業活動や労働環境、組合活動への影響が最
小限にとどまる施策を講じておく必要がある。現在もな
お、多くの加盟組合では新たな組合活動を試行錯誤
しているのが実態である。

ニューノーマル（新常態）における労働組合の運動・
活動のあり方を検討していくにあたり、労働組合として
留意しておかなくてはならない点は以下の通りである。

【労働運動のニューノーマル（新常態）で留意する点】
① 労働組合運動の基本を堅持

労働組合としての基本（民主的運営や組合
員との対話など）を大切にしながら活動を継続さ
せていくこと。決して合理性のみを追求してはな
らない。

② 新たな活動に挑戦
コロナ禍のような制約が生じる場合には、

様々なコミュニケーションツールや活動方法が活
用できるように各種ルールを見直して、いつでも
対応できるように積極的に準備しておくことが必
要である。従ってこれまでの活動方法に固執せ
ず、新たな活動に挑戦していくことが必要とな
る。

③ 新しい環境に適応した教育体制の構築
労働組合の必要性や、集団活動体験など、

新組合員教育の時点から積極的に実施してい
くことが必要となる。かつての青年婦人部の活
動によって人のつながりや、労働運動の大切さ
を学んだように、新しい環境に適応した教育体
系を構築することが必要となる。

以上を踏まえて、社会や行動様式が変容する中で、
with・Afterコロナを見据えた労働組合の活動につい
て、組織内の検討を深めていく。
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１. コロナ禍における産業への影響
JAMでは、景況調査を毎年２回ずつ（３月末と９月

末）実施している。その結果によると、2020年３月末
は、新型コロナウイルス感染症（以下、コロナ）の影響
により落ち込んだが、2020年９月末時点では、前年同
時期の水準まで回復した。前年同時期の2019年９月
は、消費税増税の直前であり、景況に与えるインパクト
は同等程度と捉えられる。

次に、雇用状況について確認したい。第１回目の緊
急事態宣言が発令された当初は、深刻な雇用問題が
発生し、加盟組織における雇用調整提案件数が
2020年４月には426件に上った。この件数は、4月以
降は右肩下がりで推移し、現在は落ち着いている。コ
ロナを契機とする雇用問題は落ち着いてきている一
方、産業の人出不足感は依然として続いており、現場
は多忙を極めている。
また、デジタルトランスフォーメーション、EV化、カーボ

ンニュートラルの実現など、産業構造が大きな変化を迎
えており、これから様々な問題が顕在化してくることが
予想される。このような産業構造の転換に伴う問題
や、製造現場における中小企業の意義などについて、
JAM結成20周年を機に策定を予定している政策提言
「ものづくり進化論Ⅲ」（これまでに、結成時、10周年の
際に策定）の中でも方針を示していく。

２. コロナ禍における労働運動
対面の接触が制限される中、各企業もコロナ対策

を厳重に行っており、我々のオルグが訪問しても、組
合員や当該企業の労働者と会えないという状況が続
いている。これまでと比べて、直接対話をする機会が
減少しており、オルグを進める上での課題となってい
る。

オンラインの活用について、JAMでは2019年末から
オンライン会議の挑戦を始めており、地方JAMの各事
務所と中央とをオンラインでつなぐことができるように

なっている。コロナ前からオンラインの整備を進めてい
たため、パンデミック後も迅速に対応することができた。
JAMに加盟する2000単組のうち、６割以上が100名
未満の中小であるが、中小はＩＴ環境が脆弱であること
が多い。自組織にオンラインの設備が整備できていな
い場合でも、地方JAMから中央とつながることが可能
になっており、コロナ禍で中小の運動を支える仕組みと
して機能している。

JAMでは、集合形式での会議等が難しくなる中、こ
のオンラインシステムを活用し、ウェビナーを積極的に
行っている。また、オンラインの活用により、会議や勉強
会などへの出席率も向上した。中央女性協議会
「With」の学習会では、例年の参加者（集合形式）は
約40名であったが、今年（オンライン開催）の参加者は
230名に上った。さらに、オンラインでは、これまで発言
しにくかった若い世代の方が積極的に発言するなど、
多様な意見を聞くことができていると感じている。
海外とのコミュニケーションがとりやすくなったことも、

良かった点として挙げられる。国際ブータン労働組合
等を通じて支援を行っているブータンや、交流を続け
ているドイツ金属産業労組（ＩＧメタル）とも、オンライン
で会議を行っている。

運動を進めていくうえで、対面での直接的なコミュニ
ケーションが重要であるとの考えは変わらないものの、
今回のコロナ禍でオンライン活用の可能性にも気づく
ことができた。この気づきを活かし、今後の活動に活か
していきたい。
１．において、JAM加盟組織における、コロナを契機

とする雇用問題は落ち着いてきているとしたが、このコ
ロナ禍で経済活動の停滞が余儀なくされる中、社会で
は、多くの労働者に対し、ドラスティックな人員削減や
労働条件の引き下げ、退職強要、賃金不払いなどの
深刻な問題が発生している。最近JAMに加盟した多
くの組合は、労働相談をきっかけに組織化されたもの
である。本部直轄組織である「JAMゼネラルユニオン」
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はもとより、今後は、各地方JAMにおいても未組織労
働者からの労働相談の取り組みを積極的に展開して
いくこととしている。

３. 今後の運動の展望
1）産業の構造変化と、社会全体の課題への対応
冒頭でも示したように、デジタルトランスフォーメーション、

EV化、カーボンニュートラルなど、産業全体で大きな変
化が起きようとしており、そのスピードも加速している。雇
用のインパクトという意味では、一部大手企業において、
この産業の構造変化を背景とした希望退職が行われ
ている。これは危機の始まりに過ぎず、今後、中小も含め
て大きなインパクトがもたらされる懸念もある。
この問題を、１企業や１産業のみならず社会全体の

問題として捉えなおし、対応を検討していく必要があ
る。技術の進化そのものは肯定的に捉えた上で、誰も
取り残されない変化、社会全体で雇用と生活を守っ
ていくにはどうすればいいのか、という視点が重要であ
る。具体的には、労働者が自ら働ける場所を選ぶこと
ができるような雇用流動化のあり方、セーフティネットの
整備、健全な労働市場の発達などの議論が求められ
るだろう。
これまでは、雇用を守ることが最優先であり、そのた

めに賃上げを抑制し非正規労働者を受け入れてき
た。しかし結果として、賃金は下がり、雇用を守ることに
もつながっていない。このことを踏まえ、もっと広く問題
を捉え、運動を変えていかなければならない。一企業
の利益と対立することになったとしても、社会全体に
とってプラスになり、そこで働いている人たちが決して
取り残されないと言い切れるのであれば、その選択が
正しいのではないかと考える。
2）社会変革の主体としての労働組合
社会全体での問題を考えるにあたって、企業別の

労働組合では限界があり、産別運動がいかに機能的
な役割を果たすのかということが求められる。「社会を
変えるにはどうすればよいのか」という議論が、個社の
立場や置かれている状況を超えて議論できるような場
を、産別として色々な機会を通じて提供していきたい。
その上で、労働組合が社会変革の主体として捉えら
れ、「JAM運動で社会が変えられる」と少しでも信じて
もらえることが必要だろう。
3）価値を認めあう社会へ
優れた技術や技能で作られた製品やサービスが、そ

の価値にふさわしい価格で売買できる取引慣行の実
現は、企業の健全な発展と労働者の雇用と生活の安
定・向上には欠かせない重要な課題である。この課題
認識に基づき、2015年以降、JAMでは、「価値を認め

あう社会へ」の運動を展開し、すべての取引で「付加
価値が適正に評価され、価格転嫁される社会」を求め
てきた。特に中小企業においては、高い技術力や技能
をもちながらも、利益率が低く、このままでは将来は廃
業せざるを得ず、そうなると日本を支えてきた技術が一
瞬で失われることになってしまう。日本の製造業を守る
ためには、中小企業をしっかり育てていかなければな
らない。この取り組みを通じて、少しずつ社会にも取引
の適正化の重要性が理解されるようになってきたと感
じており、引き続き力を入れて取り組んでいく。
4）組織変革
JAMでは、2019年の第21回定期大会において、

「変革・再生・創造 ― 対話と行動で組織を強化しよ
う― 」を2年間のスローガンとすることを確認し、組織
変革のチームを設置した。2021年の大会において、組
織変革のディスカッションペーパーを提起し、大会以
降、組織全体の議論を始めていく予定である。組織変
革の大きなテーマは、「組合員と我々が直接つながる
ためにはどうすればよいのか」「JAMの取り組みを世
の中に直接知ってもらうためにはどうすればよいのか」
という点である。ツイッターなどのＳＮＳも活用しながら発
信力を高め、相互にコミュニケーションを行うことを目指
している。

また、この組織変革には、組合員意識アンケートから
の知見も活用していく。JAMでは、５年に１度アンケート
を実施しており、直近はWEBで実施したところ、前回
を超える17000人の回答があった。若い世代の参画も
多く、1700件にのぼる自由記入も寄せられた。調査結
果からは、「執行部と対話を重ねた量が多いほど組合
に対する共感が高い」ということが明らかになった。一
方、「女性の労働組合に対する共感が高いものの、執
行部と女性との対話がほとんど行われていない」とい
う結果も出てきている。これでは女性の組合役員リー
ダーの輩出につながらない。このような、アンケートで得
られた知見は組織変革の大きな鍵になってくると考え
ている。
5）社会変革の担い手として
労働組合が社会変革の能動的主体として捉えられ

ていないのではないかという問題意識がある。上記の
組織変革のみならず、この意味においても、社会に対
する発言力を強化し、アピールも工夫していく必要があ
る。この一環として、2019年には個人加盟できるゼネラ
ルユニオンをJAMの内部に立ち上げた。現在約500
名の組合員が加盟しており、外国人労働者の問題に
ついても、ゼネラルユニオンを主体にしながら前進して
いる。このような課題に興味のある若い世代にも、ぜひ
運動に参画してもらいたいと思っている。
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１. コロナ禍における産業への影響
まずは、新型コロナウイルスが蔓延する中で、感染リ

スクと戦いながら献身的な対応を行っていただいてい

る医療従事者・関係者、そして目に見えないところで私

たちの生活や社会を支えていただいている多くの方々

に心から感謝を申し上げたい。基幹労連は、各企業・

事業所で病院をもっていたこともあり、そこで働く方々

を対象に病院連絡会を設置している。また、鉄鋼・造

船重機・非鉄・建設産業の第一線では、交替勤務を

はじめとして、昼夜、操業や整備、監督業務に携わる

方もいる。その多くは、在宅勤務やリモートワークの適わ

ぬ職場であり、私たちは、そうした中で懸命の対応を続

け、ものづくり産業・企業を守っている仲間たちに敬意

と感謝を示すとともにエールを送り続けている。

2019年末に発生した新型コロナウイルス感染症は

世界中を震撼させ、わが国においてもコロナ禍の対応

が１年を超えた。そして今なお、私たちは、その脅威に

おびえながらの生活を余儀なくされている。感染防止

と命を守るための行動自粛など新たな生活様式への

対応、時差出勤や在宅勤務をはじめとする新型コロナ

ウイルス感染症対策における働き方の変化、対面を中

心としてきた組合活動にも制約が課されている。それ

と相まってリモートワークの進展など、デジタル社会は

現実化し、組合活動においてもＷＥＢ会議の日常化や

ＳＮＳを活用した発信力の強化にシフトしており、さらに

その動きは加速している。こうした状況下、まずは、命を

守るための医療体制の確立をはじめ、一日も早い安

全・安心なワクチンや治療薬の開発・投与による感染

防止とともに、持続可能な経済・社会の両立は喫緊

の課題であり、政労使、産官学を挙げた取り組みが求

められる。

一方で、経済や国民生活など、すべてを感染前の

姿に戻すことは難しいと想定されるだけに、新たな社

会変革の中で、命と生活、経済・社会の不安を解消し

ていくための的確な政治運営をはじめ、産業・企業も、

働く者・生活者も現実を捉えながら、変化への対応力

を強化していかなければならない。

私たちの働く産業に目を転じれば、地球規模での

新型コロナウイルスの感染拡大は、米中貿易摩擦に

よって疲弊していた企業経営に追い打ちをかける形

でのしかかり、基幹労連に関係する各社もまさにその

渦中にある。そして、その影響は、かつての経済危機と

は形も規模も違うものとなっている。各企業の収益実

態は、業種・業態の違いもあるが、物の流れの停滞に

より国内外の急激な需要減退を受け、臨時休業・一

時帰休の実施や生産調整によるライン休止等を余儀

なくされており、総じて厳しい状況におかれ、各社は事

業の選択と集中など、生き残りをかけた経営施策を進

めている。工場や事業所閉鎖の不安を抱えながらも、

こうした諸施策に対する職場の懸命な努力を聞くたび

に頭が下がる。かかる状況下、雇用と生活の安心・安

定の確立、永続的な産業・企業発展のためには、労

使で課題を共有し、職場第一線で働く仲間の理解を

得てこそ、一丸となった施策の実行ができるのであり、

足もとの春季交渉も含め、あらゆる場を通じた労使協

議を行っている。

２. コロナ禍における労働運動
新型コロナウイルスに関わる対応は一過性のもので

はないだけに、今後も物心両面での準備と変革が求

められる労働組合の大きな課題であることは間違いな

い。もとより労働運動の理念や目的はなんら変わるも

のではないが、働き方も、生活様式も変えていかなくて

はならないように、組合活動のあり方も変わらざるをえ
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ないだろう。

あらたな視点での組合運動を研究し実行に移して

いくことが求められるが、新型コロナウイルス対応とも相

まったデジタル化の進展は、いわゆるホワイトカラーをは

じめ、小規模組織で非専従役員の仲間との接点は、

やり方次第でさらに広がる可能性がある。今は経験し

たことのない厳しい状況におかれ、基幹労連が進める

原点運動のFace to faceは難しいけれど、対面とＷＥ

Ｂのハイブリッド型も研究し、その目的である心合わせ

は、知恵と工夫次第でかなうはずである。そうしたメリッ

トを見つけながら、新たな動きにたじろぐのではなく、む

しろ積極的にリモートやＷＥＢ会議、ＳＮＳを利活用した

発展的思考を備えつつ、いかに組合活動への参画意

識を高めていくかを検討していくチャンスと捉えたい。

一方、超少子高齢社会の到来と労働力人口の減

少など、わが国が抱える構造課題は人々の暮らしに大

きな格差を生み、さらに新型コロナウイルスの感染拡大

によって、いわゆる社会的弱者は、その生活まで脅か

されている。そしてafterコロナといわれるその先も、こ

のまま座しているだけでは、生活も、仕事にも新たな格

差が生じるだろう。ＡＩ、ＩＯＴというデジタル社会、そのこ

とがもたらす陽の当たる部分と、その裏側に潜む影をど

う捉え、どう対処していくのかは労働界全体の課題で

もある。セーフティーネットの拡充はもとより、企業規模の

違いや個々人の能力、キャリアの違い、さらには金銭

的裕度の違い等、そのことを社会全体でカバーし、多

様な人材の積極的な活用が求められる。そのもとで働

く者の活力を促し能力を発揮させいくことが産業・企

業の永続的な発展を形づくるとの思いを持ちながら、

新たな時代に誰一人取り残すことのなきよう臨んでい

かなければならない。

３. 今後の運動の展望
労働運動は常に足下と先を見据えた課題に取り組

んできた歴史がある。今一度、取り組みの振り返りと時

代状況に応じた活動の点検を行うことは、次の一手を

打つための大切な取り組みである。

前述した我が国が抱える構造課題も、産業・企業の

永続的な発展も、年齢や性別等に関わりなく、いかに

活き活きとした働き方に繋げ、働く者の能力を引き出

すかが解決の一方策ともいえる。そのためには、将来

不安を無くし、雇用と生活の安心・安定の姿を見せる

ことがモチベーション発揮に繋がるとの観点も含め、基

幹労連は2018年から65歳現役社会の実現を論議し

てきた。入社から65歳までの一貫した定年制度の構

築は、技術・技能の伝承という課題対処と優秀な人

材の確保とともに、女性や高齢者の活躍が企業運営

を大きく変える。いよいよ、その考え方に沿って2021年

度から65歳定年制度を導入する企業が現れた。こうし

た動きは、ダイバーシティーの発想にも通じるものであ

り、女性、高齢者をはじめ、障がい者の活躍、母子、父

子家庭、一人暮らしであっても、誰もが安心して働き、

その能力を発揮し、暮らし続けられる社会に寄与する

企業運営が、まさに、我が国が抱える構造課題にも、

産業・企業の永続的な発展にもつながるものと考えて

いる。

他方、ものづくり産業の個別課題においては、第四

次産業革命といわれるデジタル社会への対応をはじ

め、旧来からの重要課題である資源・エネルギー問題

がある。菅内閣において地球環境に関わるカーボン

ニュートラル（ライフサイクル全体で見たときに、二酸化

炭素（CO2）の排出量を吸収量がプラスマイナスゼロ

の状態になることを指す）が提唱されたが、持てる技術

も含め、現状との乖離があまりにも大きいことから産業

界にも大きな課題として投げかけられている。これら

は、一産業・企業の枠組みを大きく超えるものであると

同時に、私たちの雇用と生活の安心・安定に大きく関

わる課題であり、基幹労連としてめざす産業政策、政

策制度の実現に向け、あらためて政治のプロセスを通

じた取り組みの強化を図っていかなければならない。

これら課題をどのように運動におとし実践していくの

か。聞く・伝える運動と実行はあらゆる組織運営の基

本であり、その原点に立ち返り、Face to faceの実践

を課題として掲げ取り組んでいくが、感染拡大防止の

間はそれもままならない。基幹労連では関係する870

の組織とつながるＷＥＢ環境を整えており、その活用と

並行しながら実をあげていく。

大きく変わりゆく経済・社会、それらに対応していく

ために変化への対応力を身につけながら確実に歩み

を進めていく。その原動力は人であり、with/afterコロ

ナのもとで、労働運動にできることは何か、足もとの課

題を精査し、先を見つめて目標を定め、仲間との知恵

だしと力合わせの運動を進めていきたい。

ご安全に
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１. コロナ禍における産業への影響
新型コロナウイルスによるパンデミックは命と健康を

脅かし、未だにその脅威は衰えず収束も見通せていな

い。そのことは、命と健康への影響のみならず、外出の

自粛やテレワーク等の推進による生活スタイルの変化

も含め、観光業や飲食業等を中心に社会・経済環境

にもマイナス影響を及ぼし、雇用と生活に対する不安

を日々募っている。

当然ながら、私たち日本郵政グループにおける各事

業においても様々な影響が生じている。郵便・物流事

業においては、これまで年約３％の割合で郵便減少が

進んできたが、コロナ禍における企業活動の停滞等に

より、その減少幅がさらに拡大している。直近の２０２１

年度第３四半期決算数値では、郵便が７．８％、ゆう

メールが８．４％減少している状況であり、このまま推移

すれば「あと経営が何年持つのか」との強い問題意

識を持たざるを得ない。他方、荷物分野は巣ごもり消

費増加等に伴うＥＣ利用の拡大が続き、取り扱い数は

拡大しているものの、同業他社はもちろんのこと、技術

革新の代替として異業種業態が台頭しており、これま

での構図とは異なる状況となっている。

金融事業では、コロナ禍以前より長期化する超低

金利の影響を受け、金融事業の不安が高まっていた

が、そうした状況にかんぽ不適正営業問題等が加わ

り、創業以来最大の危機に直面している。その中に

あって、コロナ禍が起こり、非接触型のサービスが浸透

する中で、郵便局への来客者数の減少傾向が加速し

ている。

このように、コロナ禍は、社会的なデジタル化で変わ

りつつあったビジネスモデルの変革も急激に加速させ

ることとなり、郵便物数のさらなる減少や金融機関のリ

テール業務のあり方等を含め、今後の日本郵政グルー

プの経営にも大きな影響を及ぼすことを想定しておく

必要がある。

２. コロナ禍における労働運動
コロナ禍により、働くものの職場環境も大きく変化し

てきた。例えば、お客様との対面によるサービス提供を

主たる業務としている窓口社員や集配社員は、いまだ

収束が見通せないコロナウイルス感染拡大の状況下

にあっても、自身の感染リスクと向き合いつつ、エッセン

シャルワーカーとしてユニバーサルサービスを懸命に支

えている。当然ながら、自身の感染防止はもちろんのこ

と、感染拡大を未然に防ぐための可能な限りの手立

てを講じることが前提となる。

そのため、組合員の安全を第一に考え、できることか

ら優先し、各種制度や運用を会社と整理してきたが、

特例の特別休暇付与や、局舎が狭いことで密になる

ことが想定されるエリアマネジメント局での営業時間短

縮等を統一的に整理する一方、それぞれの職場実態

にあった安全確保策は、より現場の近くで判断できる

ようにしてきた。

また、非現業部門を中心とした社員は、これまでもテ

レワーク等を試行してきたが、コロナ禍を契機に感染リ

スク回避の観点からその試行が拡大されてきた。加え

て、テレワークは多様な働き方と位置づけられることか

ら、対象業務、対象者の範囲、実施方法などを検討し

ていくことも急務の課題となっている。このように、新型

コロナウイルス感染症の拡大防止とそれに係わる職場

環境整備は、組合員の健康と職場環境の安全を確
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保する視点をもって会社対応をはかってきた。

一方、こうした状況から、当然ながら職場を単位とし

た日常活動等が物理的に困難になり、且つ、デジタル

化が急速に進む社会環境下において、組合員同士

の結びつきをどのように構築すべきか、あらゆる方策の

検討を行ってきた。特に、第１３回定期全国大会の延

期に伴い、ＪＰ労組全体で議論等を行う機会が当面

設けられなかったことから、新型コロナウイルス対応に

おける職場の実態や組織活動の実態等をふまえ、「新

しい生活様式」を意識した運動・活動のあり方を模索

しつつ、２０２０年度の運動・活動の豊富化をはかって

いくことを目的に、書面による支部との総対話を実施し

た。

支部との総対話を通じ、コロナ禍にあってもＪＰ労組

運動を進めていくことや、これまでの運動・活動で積

み上げてきた“組合員とのつながり”“役員同士のつ

ながり”を継承しつつ、それらにデジタル化による新た

な運動とを組み合わせ、確実に組合員とつながる運

動の構築に向け、活動の活性化につなげていく方向

性をもって、①ｗｅｂ会議等の活用、②情報共有に向け

たＳＮＳ等の活用、③決議機関・各種会議等の運営

方法の見直し――等について検討し、順次、可能なと

ころから活用を進めている。

３. 今後の運動の中期的な展望
（１） グループ主要４社の持続性を見出していくため

の取り組み

日本郵政グループで働く者の処遇の維持と向上を

実現していくためには、日本郵政グループの安定的な

経営推進が不可欠となる。しかし、日本郵政グループ

を取り巻く環境と今後の見通しは、社会環境の変化

に伴い、これまでの主要事業が大きな曲がり角を迎え

ている。よって、先行き不透明感が急激に高まる中で、

社会環境の変化に合わせた事業構造の改革を急ぐ

必要があり、そのため社会環境の変化や今後の見通

し等をふまえながら、これまでの事業政策議論や会社

との協議等を振り返りつつ、企業風土改革や今後の

事業・営業推進に向けた具体的なビジョン案（仮称：Ｊ

Ｐ労組が考える事業ビジョン（案））の策定と実現が必

要と考える。

その基本コンセプトは、将来にわたって雇用と労働

条件を守っていくために、持続性のある事業を創造す

ることであり、日本郵政グループの可能性を最大限に

するため、社会と地域の生活を支える“最大のプラット

フォーマー”を目指す姿としている。具体的には、金融

事業（日本郵便[金融窓口事業]・銀行業［ゆうちょ銀

行］・生命保険業［かんぽ生命］）では、「お客さま本位

を前提とした持続的な金融サービスのあり方と郵便局

ネットワークのさらなる活用」、郵便・物流事業では、荷

物分野へのシフト（リソースシフトと業務基盤の確立に

向けた取り組みの方向性）とし、今後は組合員との議

論を通じその豊富化をはかるとともに、実現に向けた

対応を進めていく。

（２）同一労働同一賃金の実現に向けた取り組み

これまでＪＰ労組は、格差是正に継続的に取り組

み、着実に成果を積み上げてきたが、そのスピードを上

回る昨今の社会環境の変化や労働法制の整備等も

あり、なかなかその差が埋まらない状況にある。

そうした中にあっても、グループ各社の持続性を見出

していくため、事業の構造改革に主体的に向き合いな

がら、現在の処遇を持続させていく方策を見出してい

くこととあわせ、格差是正に向けた底上げ・底支え、そ

して本質的な同一労働同一賃金を実現する考えに

立って、具体的な方策とその実現に向けた道筋につ

いて検討する必要がある。

特に、旧労契法２０条裁判における最高裁判決によ

り、現に不合理と判断された労働条件の見直しは、非

正規雇用社員の処遇改善と格差是正を追求する立

場から看過や放置も出来ないとの認識であり、改め

て、雇用形態間の処遇差に問題があるとの指摘がさ

れたものと受け止め、非正規雇用社員と正社員の処

遇のあり方等についての全般的な検討と検証・対処

に向け、人事・給与制度や労働力政策等に係る会社

協議に臨んでいく。

あらゆる角度から見て、未だ同一労働同一賃金が

実現しているという状況にはない。働く者の立場から

同一労働同一賃金の本質的な実現を追求していく取

り組みは極めて重要であり、引き続き重要課題と位置

づけ推進していく。
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１. コロナ禍による生保産業への影響 
健康不安・生活不安の高まりで 生命保険の役割・
重要性が再認識されている
コロナ禍は人々のくらしや仕事に計り知れない影響

を与えている。感染への不安は健康・生命の面にとど
まらず、雇用や将来の生活の面にまで及んでいる。コ
ロナ禍の終息が見えないこととも相まって、各種の調
査でも多くの人々が「コロナ禍で生活に不安」を感じ
ていることが明らかとなっている。
このような中、社会保障制度を補完しつつ、国民・

お客さまの健康不安・生活不安を軽減・払拭させる
生命保険の役割・重要性が再認識されている。生命
保険には本来、お客さまの生活を支え、日常生活への
復帰を支援する「エンパワーメント（力を引き出す、自立
を支援する）機能」があるが、コロナ禍の中でその機能
発揮がますます期待されていると考えている。
生保産業・各社は現在、こうした社会的役割を一

層発揮する観点から、お客さまへの保険金・給付金
等の着実なお支払いに努めている。その一環として、
新型コロナウィルス感染症の治療の際、医師等の指
示に基づきホテルや自宅で療養した場合でも入院給
付金を受け取れるようにしたり、契約を継続いただける
よう保険料払込猶予期間を延長したりと、お客さまに
寄り添った対応に最大限努めている。

社会環境の変化に対応した営業活動や働き方の実
現が喫緊の課題に
生保産業としての役割・機能発揮に向けては、こう

した保険金・給付金等の着実なお支払いに加え、国
民の生活保障の一翼を担う生命保険のさらなる普
及・拡大が一層重要となっている。生命保険という商
品はニーズが潜在化しているといった特性から、お客さ
まとの親身な対話を通じて必要な保障を認識いただく
ことが肝要である。今般のコロナ禍においても、保障内

容が十分なものであったかによって日常生活への復
帰などに差が生じているのを見ると、「未加入者を減ら
し保障の不足を埋める」という自分たちの役割の大き
さや、日々の活動の大切さを改めて感じる次第である。

一方で、営業活動や働き方はコロナ禍で大きく変化
している。お客さまや社会全体の行動様式・生活様式
が変化し、オンラインによるコミュニケーションが急速に
拡大しつつある中、営業職員には、デジタル技術を活
用したオンラインによる活動も取り入れつつ、社会環境
の変化にも柔軟に対応していくことが求められている。
また、多岐にわたる業務を通じてお客さまを支えている
内勤職員には、テレワークが急速に拡がりを見せる中
で、働き方を柔軟に変革していくことが求められている。

２. コロナの時代における労働運動
デジタル化が進む中でも 働く者が主役であり続ける
ために

デジタル化の流れはコロナ禍以前からのものであ
り、今般のコロナ禍で一気に加速している中、この大き
な潮流から「人」が取り残されかねないと危惧する声
も聞かれる。そういう意味で、労働組合として最も留意
すべきは、デジタル化それ自体ではなく、デジタル化が
進みコミュニケーションのあり方が変化する中でも「人
がその中心で社会的な役割を発揮し続けられるか」と
いう点にある。今後も一層進むであろうデジタル化の
流れの中で、働く者が主役であり続けるための方策を
真摯に検討していかねばならない。

懸命に業務に取り組む組合員の役割発揮をサポート
生保労連は、昨年8月の定期大会（書面開催）にお

いて、①生保産業の社会的使命の遂行、②安心して
働き続けられる環境の整備、③組合員一人ひとりの
役割発揮のサポート、の3点を骨子とする「特別決議」
を採択した。これに基づき、懸命に業務に取り組む営



− 19 −

業職員・内勤職員の役割発揮をサポートするため、組
合員の安全確保はもとより、デジタル化への対応も含
め、コロナ関連の営業支援策やテレワークに関する情
報交換を継続的に行い、経営との協議・交渉につな
げている。また、今春闘においては、コロナ禍で先行き
不透明な状況に鑑み、春闘方針の策定に先立って、
各加盟組合における要求策定論議の一つの道標と
なるよう「2021春闘に向けた生保労連の基本認識」
を示すなど、前倒しの春闘論議を展開した。

組合員との対話・意思疎通を滞らせない
コロナ禍での春闘や各種の取組みを進めるにあた

り、従来に増して特に意識しているのは、組合員との
意思疎通と一体感の醸成である。言うまでもなく、労
働組合の力の源泉は「組合員の声」にあり、組合員
の声をバックに経営に発言するからこそ、労働組合の
主張は重みをもつ。そのためには、オルグの実施方法
など、組合員との接点の持ち方を工夫・改善しつつ、
組合員の意見・要望をしっかりと把握・収集するととも
に、交渉・協議結果の迅速な情報伝達・フィードバック
に努めるなど、組合員と課題認識を共有することが何
より重要であると考えている。

３. 今後の運動の展望
お客さまや地域・社会に一層貢献できる営業職員の
育成に全力を尽くす
組合員の7割を超える営業職員は、お客さまにとっ

て非常に身近な存在である。それだけに、生保産業の
帰趨は、一人ひとりの営業職員がお客さまや地域・社
会にどれだけ貢献し、どれだけ支持・信頼されるかに
かかっているといっても過言ではない。そのためには、
高い職業意識・能力をもつ営業職員の育成に向け
て、教育・育成体制の充実・強化や魅力ある労働条
件・働き方の整備を一層進めていく必要がある。
このような認識の下、生保労連は、2019年度・

2020年度の2年間にわたるプロジェクトを設置し、加盟
組合とともに、①営業職員体制の「課題」の洗い出
し、②「めざす姿」の策定、③めざす姿と課題のギャッ
プを埋めるための「対策」の検討を進めている。検討
にあたっては、営業職員にしか成し得ない「営業職員
ならではの強みとは何か」についても議論を行ってい
る。本年は東日本大震災から10年に当たる。震災直
後、自ら被災しながらも「フェイス・トゥ・フェイス」の活動
を通じてお客さまの安否確認などに奔走した被災地
の営業職員の行動は、お客さまに親身に寄り添うという
「営業職員ならではの強み」を発揮した最たる例であ

る。このことも念頭に置きながら、「強み」を一層発揮し
ていくための各種方策を提言したいと考えている。

新たな中期方針に沿って 組織強化・拡大、ジェン
ダー平等／ＷＬＢを一層進める

生保労連は本年1月、「組織強化・拡大」と「ジェン
ダー平等／ワーク・ライフ・バランス」に関する2025年
までの取組み方針を新たに策定した。前者について
は、従来からの組織拡大や組合活動への女性参画
に加え、「リーダー養成に向けた教育体制の充実」や
「組合活動におけるワーク・ライフ・バランスの実現」に
も中期的な視点から取り組み、組合活動の基盤をより
強固にしていくこととした。後者については、これまで
別々の方針を立てて取り組んでいたジェンダー平等と
ワーク・ライフ・バランス実現を密接不可分のものとして
一体的に取り組み、誰もが働きがい・生きがいのもてる
職場の実現をめざすこととした。いずれも中期的な展望
をもって着実な前進をはかっていきたいと考えている。

先般、「ジェンダー平等」を基本的原則の一つとす
る東京オリンピック・パラリンピックをめぐって、皮肉にも
「ジェンダー」の問題が注目を浴びることとなった。「女
性を蔑視する気持ちは毛頭ない」と言いつつ批判が
集中したのは、その発言がまさにアンコンシャス・バイアス

（無意識の偏見）そのものだったからあり、問題の根深
さを表している。だからこそ、私たちは内なる差別意識
や偏見と向き合い、自覚するところから始める必要があ
るのだろう。生保産業にも多くの女性が働いている。誰
もが安心して個性や能力を発揮していけるよう、労働
組合としてもしっかりとこの問題に取り組んでいきたい。

With／ Afterコロナの時代においても「人への投
資」の継続を
コロナ禍はいつ終息するのか、残念ながら先行きは

依然として不透明な状況にある。社会環境は激変し、
これまでの常識は通用しなくなっている。このような中
にあって、生保産業がお客さまや社会に貢献し続け、
現下の厳しい環境を乗り越えていくための大きな原動
力となるのは、現場を支える従業員に他ならない。激
変する環境変化の下、営業職員・内勤職員一人ひと
りがそれぞれの持ち場で知恵を出し創意工夫をしなが
ら、誠心誠意役割を果たしているからこそ、会社は回っ
ているのである。
このように、現場を支える従業員の役割はコロナ禍で

一層増している。私たち生保労連はWith／ Afterコロ
ナの時代においても、従業員一人ひとりの働きに精一
杯報いるため「人への投資」を求め続けていきたい。



日本教職員組合
（日教組）

中央執行委員長　清水　秀行
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はじめに
日教組は、全国の教員・学校職員による労働組合の

連合体である。加盟単組数は、47都道府県に75、全国
組織としての私立学校と国公立大学、教育関係団体
のスタッフユニオン、公立学校共済組合の直営病院・
宿泊施設で働く仲間の労働組合の4と併せて79であ
る。日教組は、全国の子どものための教育条件の整備
や、教職員の待遇の改善、地位の向上などを主な目的
として、 教育に関わる政策・制度に対する要求や提
言、平和・人権・環境・共生をはじめ、ジェンダー平等、
国際連帯など数多くの運動を行っている。
日本は、少子超高齢化や労働人口の減少など様々

な課題が山積する中、第4次産業革命の本格的な到
来によるSociety5.0時代にむけて、経済や産業の大き
な構造変化が見込まれる。このことは、IoT、ビッグデー
タ、人工知能、ロボットなどの発展と活用拡大を含め、社
会のあり様や未来を生き抜く子どもたちの教育のあり方
にも大きく影響するところである。しかし、目の前には、い
じめ・虐待など、子どものいのち・人権が脅かされ、学校
や家庭、地域に「居場所」を見つけることや自己肯定感
を持つことができない子どもたちがいる。貧困状態にあ
り、進学をあきらめるなど、学習権が脅かされている子ど
もたちがいる。こうした厳しい状況におかれた子どもたち
に寄り添う教育や一人ひとりの人権・学習権を保障す
る支援策が課題となっている。

１. コロナ禍における産業への影響
（1）突然の臨時休業

新型コロナウイルスの感染拡大を防ぐとして、20年2
月27日に安倍首相は突然、全国の小学校・中学校・高
等学校・特別支援学校を春休みまで臨時休業するよ
う要請した。本来、臨時休業を判断するのは学校設置
者である教育委員会の権限であり、首相による要請は
極めて問題があった。突然の要請に学校は、その対応
に追われ、卒業式をはじめ残りの教育活動に多くの混

乱が生じた。4月7日、改正新型インフルエンザ等対策特
別措置法にもとづき「緊急事態宣言」が発令され、全国
が不要不急の異例の外出自粛、学校・幼稚園の長期
臨時休業となった。
教職員は、子どもや家庭と定期的に連絡をとりあい、

学びの機会を様々な手段で確保するとともに、子どもの
生活保障、居場所づくり、心のケア等にとりくんだ。しか
し、小学生以上の子どもの61％に就寝起床時間のずれ
が生じ、75％がストレス反応を呈し、62％の保護者が負担
を感じていたとの調査結果もあった（国立成育医療研
究センター調査）。さらに、保護者の雇用や所得が不安
定になるなど、特に貧困世帯やひとり親家庭の子どもが
大きな影響を受け、教育格差も拡大していった。
5月25日にはすべての都道府県に対する宣言が解除

され、地域の状況に応じて、分散登校など学校再開に
むけた動きが本格化したが、様々な行事等が延期・中
止され子どもたちの学びの機会が失われていった。一
方、教職員からは行事等の意義やあり方について改め
て見直す機会となったとの声が聞かれた。

（2）差別と偏見
感染者・医療関係者等に対するSNS上での誹謗中

傷、感染者が確認された学校・施設等に対する非難、
感染者のプライバシー侵害など、感染者等を排除しよう
とする実態が現れた。これらの差別・偏見は、感染者や
その家族等の人格や尊厳を侵し、断じて許されるもので
はない。不確かな情報に惑わされず、冷静に行動するこ
とが重要である。

（3）休業期間の短縮
文科省調査では、小中学校約95％、高校約93％が

夏季休業期間を短縮した。猛暑の中、エアコンのない
教室での授業や、エアコンをかけ同時に窓を開けての
換気が求められ、マスクをしての授業や登下校などに
よって、例年以上に熱中症のリスクが問題とされた。ま
た、給食の実施は小中学校で95％、特別支援学校で
92％となり、食中毒への対応とともに、夏の給食調理場
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への対策も大きな課題となった。日教組調査からは、36
都道府県の約3割の学校で冬季休業期間の短縮など
が検討されるとともに、常時換気により寒い中で授業が
行われた実態も明らかになった。

（4）補正予算・21年度教育予算
補正予算では、23年度に達成を計画していた子ども

一人ひとりへのタブレット等端末整備（「GIGAスクール構
想」）を前倒しすべく2,292億円、修学旅行の中止や延
期にともなう追加的支援として６億円が予算化された。第
２次補正予算では、「学習保障に必要な人的体制の強
化」として教員の加配や学習指導員、スクール・サポート・
スタッフの追加配置として310億円が計上された。

21年度政府予算案では、小学校における35人学級
の計画的な実施が計上された。40年ぶりとなる小学校
学級編制の標準の一律引下げの実現は評価できる。
引き続き中学校・高校を含めた法改正を求めていく。新
型コロナウイルス感染症拡大にともないスクールカウンセ
ラー、スクールソーシャルワーカーについては昨年度予算
よりも増員された。GIGAスクールサポーターが補正予算
に引き続き措置され、アドバイザーが新規配置されること
になった。

２. コロナ禍における労働運動
（1）会計年度任用職員制度

20年度から実施された会計年度任用職員制度につ
いては、文科省協議等により「授業がない場合であって
も、その任用形態や学校の運営状況等をふまえながら、
適切に対応するよう」に通知がされた。日教組調査から
は、「休業だが、当初の予定通り４月初めより、任用され
た」「在宅勤務日について報酬は規定通り支給された」
との報告があったものの、「４月の臨時休業中は勤務を
要する日でなくなり、収入がなかった」「初任者研修が
中止、延期となる中、勤務が必要ないとして給与が支払
われなかった」との実態も明らかになった。

（2）免許更新制の文科省・政党要請
日教組は、免許更新制の延期・延長について文科

省・政党要請を行った。その結果、対面によらずインター
ネット等を活用した講習実施形態への変更や、通信式
免許状更新講習の履修認定試験を郵送により可能と
するとともに、新型コロナウイルス感染症によって教員の
業務量が増大した場合、本人の申請により教員免許
状の有効期間の延長等を行えるようになった。

（3）日教組調査
多くの学校現場が、校舎・教室等の膨大な消毒、始

業前の検温、授業における「３密」の回避、「新しい生
活様式」への対応などの新たな業務が発生し、多忙化
にさらに拍車がかかり、極めて過酷な状況となった。学

校再開後の７月には小学校で４割、中学校で６割の教
員が月に45時間以上の残業をした。また、PCR検査の
補助等を教職員が行わざるを得ない実態が明らかに
なった。

（4）組合活動
集会・学習会、専門部の夏季集会等、多くの学習や

交流の場が中止や延期、縮小開催となった。また、Web
併用開催やWebのみの開催なども試行した。新たな交
流の方策やつながりづくりの工夫、環境整備等をはか
りつつ、引き続き組織拡大・強化をすすめていく必要が
ある。20年度の「春季・秋季の組織拡大行動のとりく
み」は、新型コロナウイルス感染症の影響により例年と
は異なる対応を迫られた。単組では、ネットを使った新た
な「つながり」の模索や専門部等と連携しての拡大のと
りくみなど様々な工夫が試みられている。

公立学校共済組合の直営病院・宿泊施設は、経営
等が悪化した。継続的に支援するよう公立学校共済組
合に対して意見反映を行うとともに、医療現場・宿泊施
設に従事する職員の勤務条件と雇用の確保を求め
た。

３. 今後の運動の展望
中央においては文科省・教育委員会による大胆な

業務削減、必要な教職員を確保した上での新型コロナ
ウイルス感染症をふまえた20人以下学級の実現などを
求めていく。さらに学校における働き方改革を推進する
ため、給特法の廃止・抜本的な見直しにむけ、引き続き
文科省協議・国会対策を強力にすすめていく。
新型コロナウイルス感染症によって、ゆたかな学びの

保障、感染症対策のあり方、ジェンダーの不平等など従
来から指摘されていた課題がより顕在化した。その課題
の解決にむけて「持続可能な開発目標」（SDGs）の指
標、特に30年までにインクルーシブかつ公平・無償で質
の高い教育を万人に保障しようというSDG4をはじめ
SDG1（貧困をなくそう）、SDG3（すべての人に健康と
福祉を）、SDG5（ジェンダー平等を実現しよう）、SDG8

（働きがいも経済成長も）、SDG16（平和と公平をすべ
ての人に）の完全実施にむけたとりくみが一層重要にな
る。

私たちが求める「ゆたかな学び」「現場からの教育改
革」の実現にむけて、各単組のとりくみを積極的に共有
し、子どもたちがおかれた状況や学びの現状について、
保護者、地域、NPO等関係諸団体との幅広い連携、
社会的対話を推進する必要がある。そして、子どもが安
心・安全に学び育つことができる社会をめざし、子どもの
権利条約を学校・地域・社会に浸透させるとりくみを着
実にすすめなければならない。



全国電力関連産業労働組合総連合
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はじめに
電力総連は、全国10の地域別組織（北海道、東北、

関東、中部、北陸、関西、中国、四国、九州、沖縄）と、２

つの職域組織（日本原子力発電、電源開発）の12組織

で構成している。令和3年2月末現在で、加盟組合数は

238組合、組合員は約21万人となっている。加盟組合

は電力会社の労働組合をはじめ、発電所のメンテナン

スや、資機材を運ぶ交通・運輸、情報・通信、不動産・

ビル管理など、多岐の業種にわたる。

１. コロナ禍における産業への影響
「新型コロナウイルス感染症」の拡大は、電力関連産

業においても多大な影響を及ぼしている。未だ「収束」

が見えない状況が続いており、「感染リスク」が収まらな

い大変厳しい状況の中、現場第一線では、国民の命と

暮らしに欠かすことのできない「電力の供給」を一時た

りとも絶やさぬよう、昼夜を分かたず懸命に努力を重ね

ている。大手電力各社の経営状況は、電力自由化に伴

う競争の進展等の構造的課題に加え、新型コロナウイ

ルス感染症拡大に伴う経済活動の低迷や自然災害等

の影響により、ほとんどの会社で売上げが減少してお

り、通期見通しを公表している会社では経常利益の前

年度４割減を見込む会社も複数あるなど、全体的に厳

しい状況にある。加えて、電力会社の経営状況を受け、

グループ企業等も厳しい経営状態となっており、観光業

等に従事する一部の加盟組合では、現在でも一時休

業を余儀なくされている。電気工事業においては、ここ

数年、オリ・パラ需要等の増加により堅調に推移してき

たが、オリ・パラ需要の収束や民間設備投資の減少に

より落ち込みが顕在化している。

各職場では、コロナ禍の影響により、資機材等の納

入遅れによる工事や検査の遅延、受注辞退、失注など

の対応に苦慮している。また、発電所の定期検査など

専門的知見を要する工事や法定検査の実施にあた

り、一部自治体から県外在住の作業員の受け入れを

見合わせるよう要請され、工事や検査の中断や延期を

せざるを得ず、その後の適正工期の確保や発注価格

の見直し等、通常業務とは異なる多くの課題があげられ

ている。

「感染防止」に対する職場対応としては、入室時の

検温や執務室の換気、重要施設への入室制限はもち

ろんのこと、罹患者（家族含む）が発生した場合でも、業

務の停滞や電力の安定供給に支障をきたさぬよう、発

電所の運転要員をはじめ、同じ業務に携わる者を複数

のチームに分けるなど、要員調整や勤務体系の整備等

を行いながら細心の注意を払いつつ業務に取り組んで

いる。

また、コロナ禍における産業大での取り組みとして、

原子力発電所などで使用する防護服やマスク等の各

都道府県への寄贈や、新型コロナウイルス感染症の影

響により休業や失業等で、社会福祉協議会から貸付

を受けているお客さまに対し、電気料金の支払期日を

最大で６ヵ月延長する特別措置を実施するとともに、そ

れに該当しない場合であっても、新型コロナウイルス感

染症の影響により電気料金支払いが困難であるとの申

し出があったお客さまには、置かれた状況に配慮し柔軟

な対応を取っている。しかしながら、コロナ禍が収束した

としても、特別措置を適用したお客さまの収入や生活が

直ちに回復することは難しい面もあることから対策を講じ

る必要があると考えている。

全国各地で発生する豪雨や台風などの自然災害で

は、被災した電力設備の復旧に向け、各供給エリアを越

え全国から電力関連産業で働く仲間が被災地へ集結

し、災害現場という過酷な状況に加え、感染症対策にも
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気を配りながら早期復旧に一丸となって取り組んできた。

一方、コロナ禍での復旧作業、特に「緊急事態宣

言」下にあっては、被災エリア外からの作業員の集結、

被災エリア内での作業員の移動、関係機関やお客さま

との接触、一定期間の宿泊等により、被災地の方 と々

作業員双方に感染リスクが高まる恐れがあり、作業に支

障を来すこともあり、災害時の対応については事前に

関係機関や自治体との調整と連携が不可欠である。引

き続き、電力の安全・安定供給を通じて社会的機能の

維持を果たす責務が全うできるよう、働く者の安全と健

康を確保し、作業に支障を来さないよう政策等を整備し

ていくことが喫緊の課題である。

２. コロナ禍における労働運動
新型コロナウイルス感染拡大は、私たちの生活や仕

事に多大なる影響を与えている。そしてその影響は、社

会や経済の仕組みのみならず、人々の意識や価値観

にまで及ぼうとしており、アフターコロナの社会は、以前

の社会に戻るというよりは、個々人の価値観や行動が

変わる社会になっていくと考える。

こうした中で、残念ながら電力関連産業は、労働災害

が多く発生する職場が多いことも事実である。今、新型

コロナウイルスの感染が拡大しているという「平時」とは

違った環境にあるからこそ、職場の隅々に目配せし、「安

全」にかつ「現場力がいかんなく発揮できる」職場環境

の構築に向けて、今一度、労使で知恵を絞っていく必

要がある。今後、ワクチン接種や治療薬の開発には、大

いに期待したいところであるが、この感染症との戦いは、

ある程度長期戦になることを覚悟しながら、しっかりと対

策を講じる必要がある。

引き続き、労働組合運動の一丁目一番地である「健

康で安全な労働環境の整備」や「過重労働防止」な

ど、安全・衛生最優先の事業運営が徹底されるよう取

り組んでいくとともに、コロナ禍にふさわしい新たな労働

運動のあり方も模索していきたい。

３. 今後の運動の展望
現在、「新型コロナウイルス感染症」により停滞した経

済を、脱炭素社会の実現に向けた環境問題への取り

組みによって再起を図る「グリーンリカバリー」が欧州を

中心に加速している。日本においても「2050年カーボン

ニュートラル」の実現に向け、現在、国の審議会等にお

いて様々な議論が行われている。

今後の政策検討にあたっては、昨年末から年始にか

け、火力燃料の調達不足等で生じた全国的な電力需

給逼迫を教訓としつつ、資源小国としてのエネルギー

安全保障や高品質な電力の安定供給を確保し、持続

可能な成長や国民生活の安定を図りながら、いかに脱

炭素社会に向けたエネルギー転換を進めていくのか、エ

ネルギー政策の基本原則である「Ｓ＋３Ｅ」を重視した

現実的な論議が重要であり、産業別労働組合として、

現場の実態や働く者の声をしっかり把握し、政策に反

映していく責任がある。

また、国民生活の安定や経済成長を犠牲にすること

なく脱炭素化に向けたエネルギー転換を実現するため

には、再生可能エネルギーや原子力など、既に確立され

た脱炭素技術を最大限に活用してもなお不十分であ

り、あらゆる分野における革新的技術の開発と社会実

装が不可欠であり、他産別労組の皆さんとも連携し検

討していきたい。

何よりイノベーションの源泉は産業・企業等で働く

「人」であり、「現場力」の維持発展が欠かせない。現

場第一線で働く者が将来にわたって働き続けるための

環境を整備し、カーボンニュートラルに不可欠なイノベー

ションを創出する現場活力を最大限に引き出されるよ

う、雇用安定や公正な移行、長期にわたる継続的な人

材の確保・育成や技術・技能の維持・向上など、「人

への投資」や「雇用対策」した運動を進めていきたいと

考える。

1981年に４つの全国組織と、10の地方電力総連か

ら誕生した電力総連は、本年3月に結成40年の節目を

迎えるとともに、東日本大震災と福島第一原子力発電

所事故から10年を数えることとなる。

この間、度重なる大規模自然災害や数多くの政策課

題への対応など、幾多の難局に直面しつつも、電力の

安全・安定供給の責務を果たし、我が国の経済社会の

発展に寄与してきた。こうした成果を産み出す原動力と

なってきたのは、働く者の強い使命感と誇り、技術・技

能の継承など、諸先輩方から引き継がれた「現場力」で

あり、このことは今後とも決して失うことがあってはならな

い。

長い歴史の中で築かれた良き伝統や運動を次代に

継承しつつ、働く仲間とその家族の幸せの拡大と電力

関連産業の持続的な発展に向け、変えるべき運動は責

任をもって変え、さらなる飛躍に向け挑戦を続けていか

なければならないと考えている。
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１. コロナ禍における産業への影響
“ｃｏｖｉｄ−19”の発症確認から１年余。日本において

は、経済・産業活動や国民生活のシーンにおいて、多く

の“脆弱さ”が浮き彫りとなったが、その最たるもの、それ

がＩＣＴの利活用。とりわけ教育・医療・行政分野等で

顕在化した“デジタル化の遅れ”ではなかったか。2000

年代初頭にはブロードバンド先進国と言われた日本が、

デジタル後進国であったことを改めて思い知らされる今

次コロナ禍の事態となっており、今後の“Ａｆｔｅｒコロナ”

をも展望した“デジタル戦略”の早期策定とその実現

は、日本における最優先課題に他ならない。本年９月の

“デジタル庁”の発足を契機として、まさにオールジャパン

での積極的なアプローチと着実な実践に期待したいと

ころである。

この間、ステークホルダーの多くが、“新たな日常”や

“ＢＣＰ”（事業継続計画）の策定を加速させる中で、感

染を回避するための在宅勤務（テレワーク）や非接触決

済の導入をはじめとして、ネット通販（いわゆる電子商取

引（ＥＣ））等の利用拡大――等、ＩＣＴ・デジタル技術

を活用した様々なツールを模索・整備してきたところであ

る。

このような中で、コロナ禍の拡大に伴う生活様式の変

化は、結果としてＷｉ−Ｆｉの利用を含めた「固定系イン

ターネット（データ通信量）」の急増をもたらすこととなった

が、昨年１１月の「ダウンロードデータ量」は、56.7％の増

（前年同月比）となっており、今後においてもさらなる増

加が見込まれる状況にあって、社会・経済の下支えとし

ての「通信インフラの構築・整備」は必須となっている。

具体的には、前述した社会変容に伴う在宅勤務（テレ

ワーク）やＷｅｂ会議に関連する「システム構築」をはじ

め、オンライン学習、電子商取引（ＥＣ）、動画配信等に

関わる「ネットワーク・クラウド」のサービス提供――等、あ

らゆる場面においてＩｏＴ／ビッグデータ・ＡＩ等を駆使した

『デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）』への対応が加

速しているところであり、これらの社会的要請の高まりに

合わせて情報通信・情報サービス産業の果たすべき役

割が一層高まっていることについても痛感するところで

ある。

とりわけ、“５Ｇサービス”がスタート（2020年春）している

「モバイル関連事業」においては、エリアの拡大に向け

た基地局の建設が急ピッチで進められているところであ

るが、コロナ禍において発生した工事部材の納入遅れ

による工期の延伸等への対処をはじめ、「三密対策」と

しての携帯ショップにおける営業時間の短縮や店頭受

付への予約制の導入、さらにはＷｅｂによる各種手続き

――等、様々な対策についても着手し実践してきたとこ

ろである。

現状においては、リアル店舗による“対面方式”とイン

ターネットによる“非対面方式”によって、顧客サービスを

損なうことなくサービスを提供している状況であるが、顧

客のインターネットへのシフトは、その一方で、リアル店舗

である携帯ショップ（携帯電話販売代理店）の来店顧

客と収益に大きな影響を及ぼすものであり、代理店に

おける販売戦略の再構築が喫緊の課題となっているこ

とについては留意しておきたい。

いずれにしても、現象面としては、未曾有の被害をも

たらした“ｃｏｖｉｄ−19”が、遅滞していた日本のデジタル

化を急伸させるという皮肉な結果となっているが、今後

とも各ステークホルダーのリモート化やオンライン化をはじ

めとする“ＤＸ化”の流れが加速することは自明であり、

「高速・大容量通信インフラ」の整備はもとより、災害対

策やセキュリティ対策など、情報通信・情報サービスを担

う事業者としての果たすべき役割についても改めて認

識するところである。
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その上で、従前より指摘されている「ＩＴ人材の育成・

確保」は、日本における“待ったなしの最優先課題”であ

り、新技術へのスキル転換やイノベーションを生み出す

“人への投資”は、“オールジャパン”での対応が極めて

重要であることを申し上げた上で、情報労連としては、

通信建設業や携帯電話販売代理店等のサプライ

チェーンを含めた産業全体を俯瞰しつつ、それぞれの

職場で働く労働者への影響や実態を直視する中から、

引き続き、産業の魅力度向上に資する取り組みを強化

していくこととしたい。

２. コロナ禍における労働運動
長期化するコロナ禍によって急伸した社会全体の「リ

モート化・オンライン化」は、結果として、私たちの日々の

暮らしや働き方においても劇的変化をもたらしており、そ

のことは、労働組合の運動や組織運営、さらには主人

公である組合員の活動への参画等にも大きな影響を

及ぼしている。とりわけ、労働運動を進めるにあたっての

原点である「現場第一線における組合員との対面を重

視した運動スタイル」の展開が困難となる中、各種会議

や取り組みは、中止もしくは延期を余儀なくされたところ

であり、定期全国大会等の議決機関についても書面

決議やオンラインでの開催に切り替える等、現時点にお

いても試行錯誤が続いている。

これまでの取り組みを通じ、リモート化やオンライン化

が、「空間」と「時間」の制約を克服し、運動・活動を深

化させるための重要なツールであること、さらには、組合

員との接点を意識したＳＮＳ等の活用の充実・強化に

ついても課題として認識するところであるが、ただ、その

一方で、役員や組合員とのリアルな対面や対話による

組織への信頼醸成と活動への参画が、労働組合の

“生命線”であることは不変であり、引き続き「新たな運

動スタイル」の創造に向け、知恵を絞り、創意工夫を重

ね、産別組織としての役割発揮に努めていくこととした

い。

なお、今次感染症の猛威は、加盟組合に対置する

一部の中小企業において雇用や労働環境等に深刻な

影響を及ぼすとともに、事業の縮小や一時休業等を余

儀なくされる状況の中で、未だ展望が見出せない厳し

い現実に対峙している。

情報労連は、感染の拡大が表面化した昨年２月下

旬以降、感染状況や会社事業等への影響を適宜把握

し、公的支援等の情報提供や申請のサポート、「情報労

連 愛の基金」からの加盟組合に対する財政支援、医

療・福祉分野の加盟組合への緊急物資支援――等

に取り組むとともに、現場実態を踏まえた課題につい

て、連合や組織内議員等と共有・連携し、政策・制度

要求の意見反映に努めてきた。

加えて、組織のスケールメリットを生かした事業の継続

や雇用維持に軸足を置いた活動として、対置企業が提

供するサービス・商品等の販売支援などにも取り組んで

いるところであり、引き続き、現場に寄り添い、各構成組

織と連携しつつ、産別組織としての役割を果たしていく

こととしたい。

３. 今後の運動の展望
“課題先進国”と揶揄される日本。世界でも類無き

「人口減少・超少子高齢化」と「生産年齢人口の減

少」が進む中、気候変動による「大規模自然災害の増

加」や「大型地震の発生」――等、様々な課題が顕在

化している。さらに、今次コロナ禍によって露呈した“社

会の脆弱さ”は、結果として、“格差や貧困”をより深刻

なものとし、今日においては、将来不安の増幅による“社

会の分断”が危惧されるところとなっている。

このような中、本年７月に予定する定期全国大会は、

情報労連にとって60回目の大会であり、次年度（2021

年度）は、“結成60周年”という節目の運動年度となる。

発足（1962年10月８日）から今日まで、多くの先達が紡

ぎ繋いできた情報労連の“運動”と“志”を今一度確認

するとともに、今次パンデミックを踏まえた新たな価値の

創造と、社会変容に基づく次代の運動を再構築し、さら

なる飛躍をめざす契機としなければならない。

とりわけ、Ｗｉｔｈ／Ａｆｔｅｒコロナを強く意識した“行動

変容”が求められる中、政治・経済・社会のパラダイムシ

フトに対峙した労働運動の展開や組織運営等が訴求さ

れることとなる。

“職場第一線の重視”と“不条理を許さない社会的

に価値ある労働運動の展開”は、情報労連にとっての

不変の理念であり、加盟組合・組合員はもとより、社会

からも“信頼と共感を得る運動”を追及するとともに、デ

ジタル化の進展を支える産業に対置する産別組織とし

て、ＩＣＴの利活用を通じた、個人や社会の“ｗｅｌｌ―ｂｅｉｎｇ”

（幸福、安寧、福祉）への貢献を含め、すべての人々に

とっての「暮らしやすい社会」の実現につながる政策の

確立とその実現をめざし、引き続き、その役割と責任を

果たしていきたい。
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１. コロナ禍における物流業界への影響
陸運・倉庫を中心とした物流上場大手の2021年3

月期第3四半期決算が発表された。コロナ禍のなか、Ｅ
Ｃ需要拡大による取扱量が増大した宅配便取り扱い
大手を除き、減収減益基調で推移している。しかしな
がら、全体の6割強の企業では通期業績予測を前回
予想より上方修正した。その要因は各社区々ではある
が、南アジア・中国での需要回復に伴う取扱量の増
大、業務量の減少による従業員労働時間の減少に伴
う人件費減や出張費などの支出減少、さらに内製化
による外注費の削減などが挙げられている。そのなか
で2020年2 ～ 12月の休廃業届出件数は国交省調
査によると、前年同期比18％増の1.7万件超となり、そ
の理由をコロナとした事業者は1.3％であった。

本年4月以降の見通しについては、日通総研が発表
した「2021年度国内貨物総輸送量見通し」によると、
消費関連貨物は、コロナ禍による大幅減の反動で、日
用品・食料品を中心にプラスとなり、生産関連貨物も
鉱工業生産が回復し、総じて増加に反転する。一方、
建設関連貨物は住宅投資、公共投資とも小幅な増
加に留まり減少が続くこととなる。その結果、総輸送量
は1.7％増となり4年ぶりに増加に転換するが、20年度
の7.0％減からの回復には至らず、19年度水準を大き
く下回る。その一方で、リモートワーク・在宅勤務の普及
による「巣ごもり需要」により、宅配便の取り扱いが大
幅増となる、としている。このように荷種（取り扱い貨
物）によって各社の業績はまだら模様であり、この厳し
い傾向はしばらく続くとみている。

２. コロナ禍における労働運動
100年に1度と言われる感染症、新型コロナウイルス

の世界的な大流行・パンデミックに覆われ、人々の生
命は脅かされ、日々激変する仕事や家庭・暮らしに順

応する適応能力が求められている。ヒトの流れ・モノの
流れが制約されるなかで、各職場や家庭で感染症対
策に注力すると同時に、物流を止めないとの使命感
で社会・経済活動の維持に奮闘し続けている私たちト
ラック運輸産業で働くすべての仲間を誇らしく思う。

昨年の４月、マクロン仏大統領が、コロナ禍にも関わ
らず、日常生活を維持していくために重要な役割を担
う産業現場で働き続ける労働者を「エッセンシャルワー
カー」と呼び、敬意を表した。この発言がきっかけとな
り、世界各国の大統領・首相からも同様の発言が続
き、エッセンシャルワーカーが注目を集めた。しかしながら
同じ頃日本では、エッセンシャルワーカーであるトラック
運転手に対して消毒剤が噴霧された、「コロナを運ん
でくるな」といった罵声を浴びせられたなど、誹謗中傷
や言われなき職業差別を受けるという、信じがたく、許
しがたい状況が起きていた。

この状況を受けて運輸労連は、4 ～ 12月の8か月
間に47都道府県に設置する2地連・42都府県連と大
手13単組に対して計3度の「組合員への影響に関す
る緊急アンケート調査」を実施した。現場・現地で起
こっている実態把握を行い、集約した現状を基にし
て、政府・政党・業界団体に対して要請行動を起こし
た。その内容は、①トラック運輸産業に対する国民の
理解と協力について②マスク・消毒液等の衛生用品
の確保および感染予防等について③トラック運輸産
業に従事する労働者の雇用の範囲について④道路
施設等の環境整備についてとして、「ドライバーに対す
る誹謗中傷、差別、偏見をなくすようメッセージの発信」
「ドライバーの感染予防のためのマスク・消毒液等衛
生用品の確保およびワクチンの優先接種」「就業中
に感染した場合の労働者災害補償の充実、業務量
の減少等による休業補償（雇用調整助成金）の給付
要件の緩和や給付率の引き上げ、支給日数限度の
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延長等」「長距離輸送に配慮した高速道路サービスエ
リア、『道の駅』等の施設の拡充等」を申し入れた。現
在、コロナ禍の収束が見通せないなか、継続的な運動
を進めてくために4回目の調査を行っている。
この感染症の拡大により、労働運動の原点「集まり

語れ」、対面による活動は、一時的に停止せざるを得
ない状況が続いている。リモートによる労働運動への
転換を図りつつも、対面による運動とは雲泥の差があ
ることを痛感している。ただ今回の緊急アンケート調査
を実施することで、組合員ひとり一人が日常の業務の
中で感じていることや悩んでいることを把握することが
できた。個別労使では決着することのできない「これは
変だ」「違う」とする疑問点や課題の解決に向けて、
産別本部の政府・政党への要請行動のための調査
に協力する組合員が多くいた事実は、コロナ禍にあっ
ても組織の一体感の醸成に繋がったものと認識して
いる。

３. 今後の運動の展望
思い起こせば、新型コロナウイルスの感染が始まる

直前の2020年1月、私たちは国によって示される「標
準的な運賃」を背景に、トラック運転手の賃金労働条
件引き上げの原資ともいうべき適正取引への期待が
高まっていた。加えて、異常気象発生時に貨物運送を
行う場合、輸送の安全を確保するための措置を講じる
目安も国土交通省より示されようとしていた。トラック運
輸産業にとっては、まさに画期的であり、新たな幕開け
ともいえる１年のスタートが切られていた。

私たちは、100万人請願署名に185万筆を集めた
2017年以来、トラック運転手不足を解消し物流を止め
ないために、運転手の労働環境改善の運動を強めて
きた。その運動が2018年年末に業界団体である全日
本トラック協会と相共働した貨物自動車運送事業法
改正に結び付き、今日に至っている。その一方で、私た
ちは平成の時代を通じて「行き過ぎた規制緩和」によ
る経営と労働への計り知れないダメージを受けてき
た。物流システムを将来にわたり維持していかなけれ
ばならないにも関わらず、2028年には27万8千人ものト
ラック運転手不足を予測する数値（鉄道貨物協会）
が示される等、危機的な状況に直面している。
しかしながらこのトラック運輸産業の現況は、徐々に

荷主・物流利用者に理解され始めている。「日本ロジ
ステックシステム協会（JILS）2020年度物流コスト調
査報告書（速報版）」によると、20年度の売上高物流

コスト比率（全業種）は対前年0.47ポイント上昇し
5.38％となった。過去20年の調査結果のうち2番目の
高さであり、労働力不足などを背景に、物流事業者か
らのトラック運賃や荷役料金の値上げ要請に荷主が
応えたものだ。値上げ要請は、回答企業171社中、
142社・83％で要請を受け、そのうちの95.8％の荷主
企業で「応じた」と回答している。コロナ禍で厳しい経
営が強いられている産業や荷主企業は多く、適正運
賃改定への転換が一時的に停滞することはあるかも
しれないが、物流システム維持に向けた課題は、荷主・
事業者間で共有化されつつあると認識している。
私たちは歴史的な転換期に立っている。コロナ禍で

働き方や生活の変化のスピードは格段に上がってきて
いる。新たな働き方として提唱されてはいたが、緒につ
いたばかりの「テレワーク」や「リモート会議」は1年を待
たずに浸透した。「ステイホーム」は巣ごもり需要を生み
出し、デジタル化の進展とも相まって、直接店に行かな
くても買い物ができるネットショッピング・ＥＣ需要の拡
大へと繋がっている。
この新たな日常生活を支える産業のひとつが物流

だ。物流とは、供給者から需要者に向けて必要として
いるモノを空間移動させる活動だ。欲しいモノが手許
に安全で確実に届くのは、物流システムが正しく機能
しているからに他ならない。その一方で、デジタル社会
の進展は技術革新を生み出し、物流の世界もトラック
の無人走行やトラックによらない配送システムの構築
等、大きな変化が起きようとしている。
将来を展望するとき、物流は今まで以上に重要性

を帯びてくる。モノを運ぶことの必要性や重要性は未
来においても何ら変わるものではない。AIやIoTの進
展による労働への影響が言われて久しいが、今まで
以上のきめ細かなサービスが求められる物流業界で
は、トラック運転手に加え各種物流人材が、これまで以
上に求められてくると考える。したがって、人材不足に
より物流が滞ることがないように、その解消の一つの
手段である労働条件改善に向けて、その原資である
適正運賃・料金の確保を進めて行かなければならな
い。物流の核となるトラック運輸産業で働くことの魅力
を高めるとともに、社会インフラであるトラック運輸産業
が正当に評価される時代を作り、人材不足の産業に
人材が集まってくるような労働環境整備に向けて、厳
しい環境に置かれている今だからこそ声を上げていき
たい。



日本化学エネルギー産業労働組合連合会
（JEC連合）

会　長　酒向　清

産別トップに聞く 運動・産業を取り巻く現状と今後の展望Searchlight

− 28 −

１. コロナ禍における産業への影響
「2050カーボンニュートラル」「薬価制度の抜本改革」
への懸念

私たちＪＥＣ連合は、石油、化学、セメント、医薬化粧
品、塗料、中小・一般の業種別の６部会がネットワーク
型組織を形成し、各産業の仲間が結集し活動を展開
している。

加盟組合は、全般的にコロナ禍における経済活動
の抑制による需要減退の影響を受けた。2020年（暦
年）の状況は、石油関連の国内販売はガソリン45,774
千KL（前年比8％減）、ジェット燃料3,271千KL（前年
比37％減）、石油化学製品の基礎原料であるエチレン
の生産量は592万トン（前年比8％減）と93年以来27
年ぶりに600万トンを割り込み、国内のセメント需要は
当初見込みの4,100万トンから3,924万トン（前年比
5％減）等と大きな影響を受けた。
また2020年に日本政府より「2050カーボンニュートラ

ル」の方針が宣言された。脱炭素は世界的な潮流で
あり、日本も重要な責任を果たしていくべきだが、化学
エネルギー産業に多大なる影響を及ぼす。産業が生
み出す付加価値を失うことなく環境対策を進めていく
「経済と環境の好循環」を実現していくことが重要で
ある。この潮流をピンチではなく、カーボンリサイクルやラ
イフサイクルアセスメント、水素・アンモニアの活用など、
化学エネルギー産業の「成長の機会」として捉えてい
きたい。

医薬産業においては、別の面からもコロナの影響を
受けた。増え続ける社会保障費の増大を食い止める
観点で、薬価制度の抜本改革をはじめとする様々な
公定価格引き下げ策がとられている中、コロナの感染
拡大に伴い、価格交渉の遅延や需給調整業務の
ひっ迫、医療機関や薬局の経営悪化などの実情に鑑
み、医薬品業界一丸となって、薬価調査ならびに
2021年度の中間年改訂の実施見送りを強く要望して

きた。しかし最後は政治決着により4,300億円程度の
引き下げが実行されることになった。これは製薬会社
の経営に打撃を与え、新薬開発投資意欲の減退、将
来的な医薬品アクセスの阻害や雇用への影響が懸念
される。本課題についてJEC連合は、将来に亘る安心
な医療体制の構築に向けた産業の健全な発展と、そ
の産業に働く仲間の経済的・社会的地位向上を図る
ため、引き続き取り組んでいきたい。

２. コロナ禍における労働運動
『原点回帰』を意識した労働運動の進化を

コロナ禍において雇用情勢も大きく影響を受け、こ
れまで以上に労働組合の必要性が高まる中、解雇や
雇止めのような直接の雇用問題への対応はもちろん、
各種助成金の情報や、テレワーク化の環境整備や費
用負担といった現場の情報も集約し活動を展開して
いる。一方で、コロナ禍における様々な制約は、組合
活動に多大な影響を与えた。これまでは膝を突き合わ
せて、互いの表情や雰囲気を感じながら、気持ちを交
わし合い議論し、合意形成を図る方法を大切にしてき
た。また飲食を伴いながら、互いに胸襟を開きながら行
う方法も行ってきた。このように円滑なコミュニケーショ
ンをもとに活動を展開してきた中で、大人数での対面
や懇親の制限は手足をもがれるようなもので、突然活
動方法の見直しを余儀なくされた。ＪＥＣ連合も、書面
決議やＷＥＢを活用してきた。中止は最終手段であ
り、出来る限り開催できるように知恵を絞り出してい
る。ＷＥＢ活用も当たり前になりつつあり、通信トラブル
等もかなり減ってきた。さらには、家庭的責任を含む時
間的・距離的制約によって参加し辛かった層からの
参加も増え、労働運動の多様性促進に寄与する良い
効果をもたらしている。
しかし私自身は正直まだしっくりこない。画面を通じ

たコミュニケーションは、お互いの雰囲気や表情が伝わ
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りにくく、本当に理解されたのか不安に感じることが多
く、終了後、個別に電話でフォローする機会が増えた。
またすでに面識があれば良いが、画面越しでしか接し
ていない方と本当に理解し合えるのか、今後、画面越
しでしか接していない方が増えることも不安を感じる。

今後、ニューノーマルにおける労働運動のあり方が
問われる。従来に戻るのではなく、良い形に進化させ
ていくべきだが、私はあえて『原点回帰』を意識したい。
それは、組織率の低下や存在意義の希薄化が進ん
でいる中で、コロナをきっかけに今まで大切にしてきた
物が、もろく崩れてしまう不安を感じるからである。戦
後、諸先輩方が様々な苦労を重ね難局を乗り越えて、
日本の労働運動の歴史が刻まれてきたが、最近では
その意義を充分に認識せず、過去からの惰性で活動
している組織も多くなっていると感じる。労働運動が理
念をなくし安易な方向（簡素化・手抜き）に流れ、組織
が弱体化することは、我が国の社会と経済に悪影響
を及ぼしかねない。

労働組合法で、労働組合は「労働者が主体となっ
て自主的に労働条件の維持改善その他経済的地位
の向上を図ることを主たる目的として組織する団体又
はその連合団体」と定義されており、その権利は憲法
で保障されている。この労働組合の目的（原点）を常
に大切にしながら、組織を弱体化させないよう、労働
運動を進化させていきたい。

３. 今後の運動の展望
キーワードは『社会的役割と責任』『包摂』『持続可能』
ＪＥＣ連合は、2019年に私たちのあるべき姿をよりわ

かりやすく定義するために、環境変化を踏まえ結成時
に制定した『基本理念』を全面的に見直した。その基
本理念の一つ目に『労働組合の社会的役割と責任
を常に考え、すべての働く仲間の立場に立った運動を
能動的に展開し、自由、平等、公正、包摂的な社会の
実現をはかります』、五つ目には『化学・エネルギー関
連産業が社会と共存し、持続可能で健全な発展に取
り組みます』と定めた。重要なキーワードは『社会的役
割と責任』『包摂』『持続可能』である。「自分さえ良け
れば良い」「今さえ良ければ良い」このような考え方
は、労働運動の理念とは大きく異なる。世の中は自分
一人ではなく、様々な関係者とのつながりで成り立っ
ている。この『基本理念』に込められた思いを、常に柱
に据えて運動を展開していきたい。

「ものわかりが良くなり過ぎている」労働組合
一方で、昨今労働組合は「ものわかりが良くなり過

ぎている」と感じている。労働三権の団結権（労働者、
雇う側と対等な立場で交渉するために、労働組合を
つくる権利）に書かれているように、労使は対等な立
場で話し合う関係であるべきだが、果たして実際の個
別労使関係はどうだろうか。目に見えない上下関係が
存在し、使用者側の意向が最優先され「最終的に労
働組合は理解してくれる（ものわかりが良い）」と思わ
れてはいないか。

労使交渉では要求に応えてもらえない場合が多々
あるが、その際に理由の深掘りが不十分なまま「要求
に応えられない」という事実だけが伝えられても、組合
員の納得は得られないし、次に繋げることもできない。
しっかりとした協議に基づいた上で「ものわかりが良
い」という事と「使用者側のいいなり」とは全く違う。昨
今は後者の傾向が強くなってきていると感じる。
それに対し、争議権を行使して対抗すべきという事

ではなく、まずは労使対等な立場で納得いくまで協議
をするべきと思う。使用者側は誠意をもって理由を説
明すべきであり、労働者側は納得が出来るまで聞くべ
きである。例えば今春季生活闘争において「コロナだ
から要求に応えられない」という理由だけでは不十分
である。コロナで会社はどのような影響を受け、それに
どう対処していくのか、コロナ終息後どのような姿を目
指しているのか等、労使で認識を合わせることで、この
難局を共に乗り越える原動力となり、次年度以降の交
渉にも繋がる。

「言いっ放し」「聴きっ放し」が多くなっている
また、組合活動に限ったことではないが、労使の関

係をはじめ、産別と加盟組合との関係や、組合と組合
員との関係などにおいて「言いっ放し」「聴きっ放し」
が多くなっていると感じる。日頃の労働組合活動にお
いて、組合員（加盟組合）は事情を理解した上で意見
を発信すべきであり、労働組合（産別）は一つひとつ
の声を真摯に捉え、誠意を持って答弁（対応）をすべ
きである。ニューノーマルの組合活動でＷＥＢ等の活
用が進む中、言う側と聴く側のそれぞれが、お互いを
尊重した丁寧な姿勢がより重要性を増してくると感じ
る。

以上のように、アフターコロナにおいても労働組合の
原点を大切に、諸先輩から引き継いだ労働運動のバト
ンを、より進化した形で引き継げるよう心掛けていきた
い。

最後に、本誌が発刊される時にはコロナの終息が
見通せ、少しでも将来に希望を持てる世の中になって
いる事を心から願う。
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１. コロナ禍における産業への影響

2020年（1～12月）の二人以上の世帯の消費支出

（総務省調査）は、前年より5.3%減少し、2001年以降

最大の落ち込みとなった。食料品は前年より1.7％減

となり、食品関連産業は、全体的には他産業との比

較においてコロナ禍の影響は少ないと言える。巣ごも

り需要により前年比２桁増となった品目がある反面、

外食は28.2%減と大幅な落ち込みであった。更に外

食のうちの飲酒代（12月）は、80%以上の大幅な減で

ある。傾向としては、家庭用は順調、業務用は極めて

厳しい結果となり、同じ業種の中でも取り扱い商品に

よって、企業業績の明暗が分かれている。

振り返ってみれば、昨年3月に全国で学校が一斉

休校となり、4月に緊急事態宣言が発出され、国民は

自宅待機や在宅勤務等、行動制限を余儀なくされ

た。連日、スーパーは食料品を買い求めるお客で混雑

し、カップ麺、パスタ、小麦粉等、棚から商品がなくなる

現象が起こった。そのような中、食料品を供給するため

に、感染リスクを負いながらも出勤し、製造、出荷、運搬

していたのが私たち食品関連産業労働者である。食

品関連産業は、人が生きていくために欠くことのできな

い「食料品」を安定的に供給する重要な役割を担っ

ており、そこで働く者は、いわゆる「エッセンシャルワー

カー」であるということを、コロナ禍によって再認識し

た。一方、コロナ禍で、大きな打撃を受けたのは飲食

店である。１回目の緊急事態宣言の解除以降、各店

舗で様々な工夫をし、感染対策を万全に行っていたと

ころも多くあった。利用する側も政府が推奨する「感染

リスクを下げながら会食を楽しむ工夫」を実践してき

た。そんな中、本年1月の２回目の緊急事態宣言の発

出は、明確なエビデンスを示すことなく、飲食が急所と

結論づけ、飲食店への時短営業の要請といったピン

ポイントの対策となった。又、担当大臣のランチに関す

る発言は、昼営業に活路を見出そうと懸命に対策を講

じてきた飲食店の努力を無にし、「飲食がすべて悪」

であるかのように国民に誤解を招くメッセージとなった

ことは残念である。食品製造業・卸売業としても大きな

需要が見込める忘年会・新年会等、年末年始のイベ

ントが軒並み中止となり、業務用商材が大幅な売上減

になった。

２. コロナ禍における労働運動

フード連合は、2020年3月25日に「新型コロナウイル

ス感染症対応対策本部」を設置し、新型コロナウイル

スの感染拡大における状況把握、情報発信、特に加

盟組合からの相談に対する支援強化、決議機関の

運用等、今後の対応について検討するために対策会

議を今日まで計15回（2021年2月現在）開催してきた。

まず初めに取り組んだのは、状況把握として、「新型コ

ロナウイルス感染症による雇用・労働条件への影響に

関する緊急調査」（2020年4月6日～ 17日）をWebお

よびFAXにより実施した。

調査内容は、１）会社業績への影響、２）会社の新

型コロナウイルス感染拡大対策、３）学校休校に伴い
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就業できない子育て中の労働者への対応、３）労働

者の雇用への影響、４）労働者の労働条件への影響

である。

調査時点では、会社業績は、「マイナスの影響があ

る」と回答したのは58.1%、「プラスの影響がある」と

「特に影響はない」と回答したのは合わせて20.5%で

あった。雇用への影響、労働条件への影響について

は、「特に影響はない」との回答はそれぞれ93.2%、

86.3%であった。

特徴的であったのが、会社の感染拡大対策の回答

で、「時差勤務の実施」は、300人以上は86.3％に対

して、300人未満は39.7％、「テレビ会議システムの活

用」は、300人以上は88.6%に対し、300人未満は

46.6%であった。又、学校休校に伴う対応の回答は、

300人以上では「在宅勤務の実施」が41.9%であった

が、300人未満では「有給休暇の取得奨励」が41.1%

で、「特に対応なし」が28.8%と、大手と中小の差が大

きく表れた。

このような調査結果を踏まえ対策本部は、「雇用」と

「労働条件」の維持に向けた対応について加盟組合

へ以下の要請をした。

①  組合員のみならず、雇用形態・役職に関わらない

働くすべての労働者を対象とする。

②  「雇用」「労働条件」の維持・死守に向け、問題に

対しては対策本部と連携して取り組む。特に「解

雇」「雇い止め・契約不更新」「一時帰休」「労働

条件の不利益変更」があった場合は速やかに対

策本部に報告し連携することとする。

③  各種対応については、必ず労使の協議によって

決定する。

その他、対策本部は、加盟組合からの相談対応、

及び必要な情報を対策会議議事録やフード連合の

ホームページ新着情報にて積極的に発信してきた。

又、2020年4月22日に「新型コロナウイルス感染症に

おける現場の影響及び要望」を、政策顧問の議員へ

要望書を提出した。

３. 今後の運動の展望

コロナ禍で雇用や労働条件等、将来不安を感じる

状況だからこそ、労働組合が存在感を発揮しなければ

ならない。様々な制限がある中であるが、出来ないこと

を嘆くより出来ることを考え、活動のあり方や方法論

を、知恵を出しあって取り組んでいく必要がある。

フード連合は、新年度（2021年9月～）の運動方針

の実施計画で、次の２点を確認した。

①  「直接対話」は、労働組合が最も大切にする価値

観である

②  「直接対話」「新しい試み」どちらも、加盟組合の

理解・参画が不可欠

「直接対話」を重視しながら取り組むことは、これま

でも、これからも変わることのない最も重要な価値観で

あり、当然のことながら「働く者の視点に立つ」、「特に

弱い者の立場に立つ」「互いの意見を尊重しながら

対話を繰り返し、物事を決める」、「決めたことは全員

で取り組む」ことを改めて確認した。

これまで感染拡大防止と社会経済活動を両立させ

る「ウィズコロナ」の視点を持って、感染防止を徹底し

ながら民主的な組織運営を進めてきた。機関会議等、

論議・判断し合意形成を図るための諸会議について

は、コロナ禍であっても「直接対話」にこだわって運営

するが、感染状況や所属企業の方針等、集合するこ

とが困難な場合は、代替手段としてのWeb会議を活

用していく。又、加盟組合の活動の充実に繋がるセミ

ナー・諸会議、並びに情報発信については、それぞれ

の目的と内容にふさわしい効果的なコミュニケーション

方法を検討し、デジタル技術の応用等、これまでには

なかった新しい試みにも恐れず挑戦していく。

フード連合は、いかなる時代・環境でも、働く仲間に

寄り添い「必ずそばにいる存在」となり、顔・心・力合

わせによる一体感ある取り組みを継続・強化していき

たい。
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１．コロナ禍における産業への影響
コロナ禍で、世界規模の景気減速が進む中、損保

産業も他産業同様、影響を受けている。損害保険の
役割は、人やモノの動き、生産活動に伴うリスクの補
填である。そのため、そもそも生産活動等が落ち込むと
生じるリスクも減り、保険が必要となる場面が少なくな
る。この間、国内における自動車の新車販売台数、住
宅着工件数、旅行者数などが減少したが、これらに関
わる保険は収入保険料の一定割合を占めており、トッ
プラインにマイナスの影響を及ぼしている。また、新型コ
ロナウイルス感染症（以下、コロナ）によりイベント等が
開催できなくなった際の保険などを中心に一定規模
の保険金支払いが生じており、ボトムラインにも影響を
与えている。コロナへの対応という点では、新型コロナ
ウイルス感染症を特定感染症相当として保険金支払
いができるよう改定をしたり、お客様や社会からの要望
をふまえ、補償内容の見直し等に取り組んでいる。

今述べたとおり、トップライン・ボトムラインのいずれにお
いてもコロナの影響が少なからず生じているものの、コ
ロナを原因とする人員の解雇や整理は生じていない。

課題としては、大きく二点が挙げられる。一点目は、
コロナ禍で定着しつつある「新しい生活様式」に対応
する、ビジネスモデルの変革である。これまでの損害保
険のビジネスモデルは、face to face でリスクを診断
し、リスクに見合った補償内容を検討してもらうという形
が中心であった。今後は、新しい生活様式の定着に伴
い、非対面での手続きを望まれるお客様も一定生じる
ものと考えられ、非対面手続きの対象となる商品の拡
大やキャッシュレス化のさらなる推進など、ビジネスモデ
ルの変革も求められる。加盟単組には、インターネット完
結をビジネスモデルとしている社もあるが、対面を主流
としている社も多く、こうしたビジネスモデルの変革につ
いて、産別として向き合っていかなければならない。
こうした認識の下、個社労使の領域を超える問題に

ついて、これまで以上に注力していく。一例を挙げれ
ば、加入が義務付けられている自賠責保険は、ペー
パーレス化・キャッシュレス化が課題になっており、業界
経営と協議を行いつつ、金融庁や政治家等への働き

かけを行っていく。
二点目は、柔軟な働き方を実現できる環境の整備、

および、それに付随するコミュニケーションや人材育成
のあり方である。損保産業においては、コロナ禍以前よ
り、働き方の柔軟化に取り組んでおり、産別・単組とも
に、在宅勤務をはじめとするテレワーク環境の整備を
進めてきた。コロナ禍以前は、育児や介護など、一定
の制約がある社員が活用できる環境と、それを受容す
る職場風土の整備について、主として経営と論議を
重ねてきたが、コロナ禍を経て、誰もが柔軟な働き方を
実現できる環境の整備が求められており、こうした考え
方の転換も含め、産別としてさらに力を入れて取り組
んでいく。取り組みを進めるにあたっては、連合や国際
産別のUNIにも情報共有いただきながら、テレワーク
環境に係わるインフラ面はもとより、労使間の費用負
担についても整備をはかっていきたい。
さらに、テレワークに付随する問題として、コミュニ

ケーションのあり方と人材育成にも大きな課題認識を
もっている。人材育成は、これまでは対面を基本とした
ＯＪＴが中心であったため、特にメンターを要するような
若年層の人材育成について強い課題認識をもってい
る。損保労連では、年に３回、産業別労使懇談会（各
社の経営との意見交換）を行っており、昨年12月に実
施した懇談会では、コロナ禍におけるコミュニケーション
のあり方や人材育成に関しても意見交換を行った。そ
こでは、今後の人材育成の方向性として、「上司部下
のみならず、メンバー間の接点を意識的・意図的に広
げていくこと」「マネージャー層とメンバーの１on１ミー
ティングの定期的な実施」「社員同士が価値観を共有
できるようなコミュニケーションのソフト面・ハード面の整
備」などを進めていくことが重要であるという点につい
て労使で目線を合わせたところである。

２．コロナ禍における労働運動
産別・各単組ともに、組合員との対面でのコミュニ

ケーションを非常に大事にしながらこれまで活動を進め
てきた。損害保険会社は全国各地に職場があり、数
百にもおよぶ全ての職場をまわり、そこで得られた声を
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活動の起点にしてきた単組も多い。コロナで対面での
コミュニケーションが制限される中でも、「組合員の生の
声を聞き、活動に活かす」という根本的な考え方は変
えてはいけないと思っている。

コロナ禍で、大半の加盟単組がオンラインを活用し
て職場のオルグを行うようになり、また、産別と単組の
間でも、オンラインの活用が定着してきた。報告や共有
を中心とする内容であれば、非対面でも問題なく行え
るようになってきている。また、育児や介護などを抱え、
時間外の組合活動に参加できなかった組合員がオン
ラインツールを活用して参加しやすくなったという良い
面もある。
一方、オンラインのコミュニケーションでは、職場が抱

える課題等について、その背景の深ぼりを行うことが、
対面で行う場合と比べて難しく、その点には課題認識
をもっている。また、職場会のような、職場内での課題
解決を行う草の根の運動には、オンラインには限界が
あると感じている。コロナ禍での経験を生かし、それぞ
れの組織が、目的によってどのような手段が適してい
るのかを探り、ベストミックスを作り上げていくことが大
事なのではないかと考えており、好事例の共有等を通
じて、単組を支援していきたい。

また、産別としては、これを機に、広報活動を強化・
工夫しようと考えている。機関誌『GENKI』を２カ月に
１度、組合員全員に紙配布しているが、これに加えて、
SNSを活用した定期発信などを予定している。SNSは
タイムリーな情報発信が可能であり、組合員同士の横
のつながりや広がりが期待できる。今後は、媒体毎の
強みを活かした活動を強化し、産別をより身近に感じ
られる広報活動の展開をめざしていく。

３．今後の運動の展望
コロナ禍では、社会的立場の弱い人ほど深刻な影

響を受けるなか、労働組合は、社会対話の担い手とし
て、これまで以上に期待を寄せられている。一方で、コ
ロナ禍での組合活動は難しさが増していることは紛れ
もない事実である。創意工夫により逆境を跳ね返せる
のか、はたまた後退に転じてしまうのか、コロナ禍を経
て労働組合は二極化していくともいわれており、分岐
点にあると考えている。
まずは、先に申し上げたようなコロナ禍で得た気付き

を産別としてきちんと定着させていくことが重要である。
その上で、今後の展望として二点挙げたい。一点目

は、組織力の強化である。損害保険会社の多くは組
織化されているもものの、グループ企業などを中心に
未組織の会社がなおも残っている。組合が組織されて
いない社を中心に、健全な協議が行えていないなどの
課題が見受けられる。産別や単組には、こうしたグルー
プ会社まで目を配り、体制整備の支援をしていくことが
求められている。今期は、連合にも協力いただきなが
ら、勉強会等を実施しており、組織化に関するスキル・

ノウハウの習得に引き続き注力していく。
二点目は、「長時間労働につながる商慣習の見直

し」である。長時間労働につながる商慣習とは、損保
グループ各社と取引先との間において、「相手の働き
方に配慮する」との認識がお互いに乏しいことなどか
ら、お互いにとってしまっている「時間外の電話」や
「至急の対応依頼」など相手の労働時間を長時間化
させてしまう行動である。

損保労連では、総労働時間の短縮に向けた取り組
みの一環として、2017年より「商慣習の見直し」を重
点課題に掲げ、組合員に対して理解浸透や行動変革
を促すとともに、日本代協との共同宣言の締結、連合
や他産別への意見発信、国会議員や消費者団体等
との意見交換などに取り組んできた。こうした結果、「自
らの行動変革」や「取引先の皆さんの行動変革の喚
起」に踏み出している組合員も一部に見受けられるよう
になるとともに、本取り組みが連合の運動方針に盛り込
まれるなど、着実に歩みが進んでいると認識している。
しかしながら、商慣習は、過去から当たり前のように

行ってきた対応が習慣化したものであり、一朝一夕で
見直しを図ることが難しく、また、損保グループ産業の
みならず社会全体に根強く存在することから、産業の
枠を超えて解消を図っていく必要もあり、課題の解消
に向けては、道半ばにある。商慣習が今なお根強く存
在している背景には、「お互いに相手の働き方に配慮
する」との認識が乏しいことにあると考えており、こうし
た考えを社会全体に遍く浸透させていくべく、4月14
日、政労使学を招いてシンポジウムを開催することとし
ている。
また、長期的な方針ではないが、産別として特に大

切にしている視点についても触れておきたい。今年、
東日本大震災から10年という一つの節目を迎えてい
る。この間、地震保険割引制度の拡充や損害状況申
告方式の導入など、地震保険等を中心に対応してき
たが、この節目を契機に、損保グループ産業で働く者
の使命や存在意義を改めて確認したいと考えている。
その取り組みの一つとして、3月に実施した中央委員
会では、組合員へのインタビューの動画を作成し、当時
の記憶を辿り、我々の歩みや課題を共有する機会を
もったところである。
さらに、コロナの影響もさることながら、昨今は、自然

災害による影響も非常に大きくなっている。直近では、
福島県沖地震（令和３年２月）、令和２年７月豪雨（熊
本県人吉市等）などがあり、台風も、これまで想定しな
かったほど猛烈な勢力で日本を通過していく。このよう
な、自然災害の頻発化、激甚化に対し、安心・安全を
届けられるよう、業界としての対応が求められる。お客
様に対しては、ハザードマップなどを通じてリスクを認識
いただく機会を設けるとともに、いざ災害が発生したと
きにはしっかりと対応できるような商品開発・提供など
も、引き続き進めていく必要がある。


